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答申 構成（案）

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

１ 東京における住宅政策の課題

２ これまでの住宅政策の変遷

３ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

２ 目指す2050年代の住生活の姿

３ 新たな住宅政策の５つの戦略

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現
戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備
戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ
戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

４ 住宅政策の実効性を高めるための６つの視点

① 都民目線（Well-being）の重視
② 多様な主体との連携
③ まちづくり・福祉等との分野連携
④ 多様な政策手法の活用
⑤ ＤＸ・ＡＸの推進
⑥ 未来を見据えた柔軟な転換
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

目標１ 空き家の発生抑制や利活用等の推進による住まいの継承と循環

目標２ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

目標３ 子育てしやすい居住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

目標８ 世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

Ⅳ 住宅市街地の整備の方向

答申 構成（案）

グランドデザインの改定内容を踏まえ、記載予定

（10月30日の審議会では提示せず）

≪予定≫

10月下旬（30日予定） グランドデザインパブコメ開始

10月30日 本審

11月18日 企画部会

12月25日 本審：答申

２月頃 グランドデザイン 公表

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目なく強化し、循環型住宅市場を実現
戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる民間住宅市場の形成
戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ
戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
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井上委員（ヒアリング）

目標６と７がどちらも「公的住宅」となっており、行政として重く

ないか。「公的住宅と民間住宅による」はなくても分かるので、

「重層的な住宅セーフティネットの構築」のみでよいのではないか。

→公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの

構築は、都として重要なメッセージなので、変更しない



Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

3



１ 東京における住宅政策の課題

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

（趣旨）諮問事項「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の展開について」の前提となる、東京における住宅政策の課題を

整理

• 住宅は生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素であり、東京の持続的な発展のためにも、居住の場としての魅

力を高めていくことが必要である。

• 急速に進む少子高齢化、明らかにこれまでと様相が異なる気候変動、ＤＸ・ＡＸの進展や働き方の多様化など、社会の変容は

かつてないスピードで進行し、不確実性が一層増している。

• このような時代の荒波の中で、都民の住生活を取り巻く環境も大きく揺れ動いており、単身高齢者の増加や共働きの子育て世

帯の一般化、大量の「空き家予備軍」の存在、マンションの２つの老いの進行、住宅価格の上昇など、多岐にわたる課題が顕在

化している。

• こうした状況において、ストックや市場機能の活用、まちづくりとの連携などの視点を重視し、国や区市町村等との役割分担も踏ま

え、今後の都の住宅政策の方向性を定めることが求められている。

0930大月部会長

• 「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策」について、説明がしやすいように整

理をした方がよい。

• 今回のポイントは、大きくは３点で、住宅価格の上昇への対応が必要になっている

こと、セーフティネットの領域が居住支援の広がりのもとで拡大していること、ストック

重視で既存住宅を回していくということ

• これらを頭出しするなどによりわかりやすく整理していくのがよい
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• 住宅は生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素であり、東京の持続的な発展のためにも、居住の場としての魅

力を高めていくことが必要である。

• 急速に進む少子高齢化、明らかにこれまでと様相が異なる気候変動、ＤＸ・ＡＸの進展や働き方の多様化など、社会の変容は

かつてないスピードで進行し、不確実性が一層増している。

• このような時代の荒波の中で、都民の住生活を取り巻く環境も大きく揺れ動いており、単身高齢者の増加や共働きの子育て世

帯の一般化、大量の「空き家予備軍」の存在、マンションの２つの老いの進行、住宅価格の上昇など、多岐にわたる課題が顕在

化している。

• こうした状況において、ストックや市場機能の活用、まちづくりとの連携などの視点を重視し、国や区市町村等との役割分担も踏ま

え、今後の都の住宅政策の方向性を定めることが求められている。



• 都は、住宅施策を総合的・計画的に推進するための基本となる計画として、「東京都住宅マスタープラン」を策定しており、1991

（平成３）年度に第１次住宅マスタープランを策定して以来、５年ごとに改定を行い、社会経済情勢の変化に対応した住宅

政策を進めてきた。

• これまで、成長と拡大の時代から成熟社会へとシフトする中、阪神淡路大震災・東日本大震災などにおいて浮き彫りとなった災

害時における都市の脆弱性、高齢世帯の増加、空き家問題の顕在化など、社会状況の変化に伴う新たな課題に対して、住宅

の耐震化、木造住宅密集地域への対応強化、サービス付き高齢者向け住宅登録制度の開始、空家特措法に基づく空き家対

策などが進められている。

• 現行の住宅マスタープランが策定された2021（令和３）年度はコロナ禍にあり、都民の働き方や住宅に対する価値観等に大き

な変化が生じるようになった。

• 加えて、子供を産み育てようと思える子育てしやすい環境の充実や、大規模地震発生確率の高まり、頻発・激甚化する局地的

大雨を踏まえた防災力の強化など、時代の要請を受け、テレワークスペースを備えた住宅の普及や、子育て世帯向けの住宅であ

る「東京こどもすくすく住宅」の供給促進、災害時のマンションでの生活継続に向けた「東京とどまるマンション」の制度構築など、施

策の具体化に取り組んできた。

２ これまでの住宅政策の変遷

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

（趣旨）住宅マスタープラン策定の経緯とともに、社会状況の変化に合わせ、これまで都が取り組んできた住宅政策について振り返り
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• 都は、住宅施策を総合的・計画的に推進するための基本となる計画として、「東京都住宅マスタープラン」を策定しており、1991

（平成３）年度に第１次住宅マスタープランを策定して以来、５年ごとに改定を行い、社会経済情勢の変化に対応した住宅

政策を進めてきた。

• これまで、成長と拡大の時代から成熟社会へとシフトする中、阪神淡路大震災・東日本大震災などにおいて浮き彫りとなった災

害時における都市の脆弱性、高齢世帯の増加、空き家問題の顕在化など、社会状況の変化に伴う新たな課題に対して、住宅

の耐震化、木造住宅密集地域への対応強化、サービス付き高齢者向け住宅登録制度の開始、空家特措法に基づく空き家対

策などが進められている。

• 現行の住宅マスタープランが策定された2021（令和３）年度はコロナ禍にあり、都民の働き方や住宅に対する価値観等に大き

な変化が生じるようになった。

• 加えて、子供を産み育てようと思える子育てしやすい環境の充実や、大規模地震発生確率の高まり、頻発・激甚化する局地的

大雨を踏まえた防災力の強化など、時代の要請を受け、テレワークスペースを備えた住宅の普及や、子育て世帯向けの住宅であ

る「東京こどもすくすく住宅」の供給促進、災害時のマンションでの生活継続に向けた「東京とどまるマンション」の制度構築など、施

策の具体化に取り組んできた。



３ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

• 住生活を取り巻く課題が複雑化・多様化している中にあって、変化に適切に対応していくためには、従来の延長線上で住宅政策

を検討するだけではなく、長期的な視点に立った政策展開が重要である。

• 都は、都政の新たな羅針盤である「2050東京戦略」において2050年代に目指す東京の姿を示し、その実現に向けた取組を進

めている。また、目指すべき東京の都市の姿を示す「都市づくりのグランドデザイン」についても、2050年代に向けた東京の都市づ

くりを推進するため、改定作業が進められている。さらに、国の住生活基本計画（全国計画）においても、2050年に目指す住

生活の姿を描き、その実現に向けた施策の方向性が示されている。

• 東京における新たな住宅政策の展開に当たっては、現状を基点として将来を予測するフォアキャストの視点ではなく、目指すべき

将来の姿から逆算して今なすべき取組を考える「バックキャスト」の視点を持って、2050年代における望ましい住生活の姿を描き、

その実現に向けた道筋を示していくことが必要である。

（趣旨）関連計画における考え方を踏まえ、新たな住宅政策の展開に当たっては、目指す2050年代の住生活の姿から逆算して今

後取り組む住宅政策の方向性を検討する「バックキャスト」の視点を取り入れることを提示

0930大月部会長

• バックキャストの視点については、国の住生活基本計画（全国計画）は、2040

年代の姿を描いていた都の計画を参考にしている。

• 都は、もっとプライドを持ってよいところであり、国の住生活基本計画（全国計

画）で2050年の姿を描いていることを強調する必要はないのではないか。
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• 住生活を取り巻く課題が複雑化・多様化している中にあって、変化に適切に対応していくためには、従来の延長線上で住宅政

策を検討するだけではなく、長期的な視点に立った政策展開が重要である。

• 都は、都政の新たな羅針盤である「2050東京戦略」において2050年代に目指す東京の姿を示し、その実現に向けた取組を進

めている。また、目指すべき東京の都市の姿を示す「都市づくりのグランドデザイン」についても、2050年代に向けた東京の都市づ

くりを推進するため、改定作業が進められている。さらに、国の住生活基本計画（全国計画）においても、2050年に目指す住

生活の姿を描き、その実現に向けた施策の方向性が示されている。

• 東京における新たな住宅政策の展開に当たっては、現状を基点として将来を予測するフォアキャストの視点ではなく、目指すべき

将来の姿から逆算して今なすべき取組を考える「バックキャスト」の視点を持って、2050年代における望ましい住生活の姿を

描き、その実現に向けた道筋を示していくことが必要である。



Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
中間報告ベースで、「~が必要」「~が重要」の書き方
but社会の変化は審議会資料では出てきていないので、書き方要検討（ただ、諮
問のＡＩ・ＤＸや働き方の多様化の話があるので記載したい。考え方資料の書き
方に統一するのも一案）
答申書くときには、項目（住生活を取り巻く…課題、【】）は書かないイメージ

【人口・世帯構造の変化】

• 今後、東京では高齢化がさらに進展し、高齢者世帯、とりわけ単身高齢世帯の増加が見込まれている。このため、住宅確保要

配慮者への対応に加え、元気な高齢者も含めて、自らのライフスタイルやライフステージに応じて住まいを選択できる環境や、多様

な住まいの受け皿の確保が重要

• また、共働き世帯の一般化や世帯構成の多様化が進む中、子育て世帯等についても、家族の状況や子供の成長段階に応じて

住替えや住まい方を選択できるよう、多様な住宅供給や住環境の整備が必要

• 住宅政策を取り巻く環境は、人生100年時代の本格化や世帯構成・価値観の多様化、気候変動、ＤＸ・ＡＸの進展などによ

り大きく変化

• 戸建住宅やマンション、公的住宅を含む既存住宅ストックが充足する中、今後は、住宅を新たに供給するだけでなく、良質な既

存住宅ストックを適切に維持管理し、有効に活用していく視点が一層重要

（趣旨）2050年代の住生活の姿を描くに当たり、今後予想される住生活を取り巻く環境の変化と課題を整理。関連計画に通底す

る考え方も踏まえ、今後の住宅政策に求められる方向性について提示

【住まいの変化】

• 東京では、引き続き住宅ストックが世帯数を上回る状況が見込まれており、住宅を新たに供給するだけでなく、既存住宅ストック

をいかに活用し、次世代へ継承していくかが重要な課題。特に、相続物件の増加に伴う空き家の発生が懸念されることから、空き

家化を未然に防ぎ、既存住宅市場での流通や活用を促進していくことが必要

• マンションについては、建物と居住者の２つの老いが進行するとともに、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎えることが見

込まれている。このため、マンションを長期に住み続けられる居住基盤として適切な維持管理や再生を進めていくことが必要

• 公的住宅についても老朽化が進む中、建替えだけでなく長寿命化や既存ストックの有効活用を進めるとともに、住宅セーフティネッ

ト機能に加え、地域に開かれた公的資源として活用していくことが必要
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【住まいの変化】

• 東京では、引き続き住宅ストックが世帯数を上回る状況が見込まれており、住宅を新たに供給するだけでなく、既存住宅ストック

をいかに活用し、次世代へ継承していくかが重要な課題。特に、相続物件の増加に伴う空き家の発生が懸念されることから、空き

家化を未然に防ぎ、既存住宅市場での流通や活用を促進していくことが必要

• マンションについては、建物と居住者の２つの老いが進行するとともに、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎えることが見

込まれている。このため、マンションを長期に住み続けられる居住基盤として適切な維持管理や再生を進めていくことが必要

• 公的住宅についても老朽化が進む中、建替えだけでなく長寿命化や既存ストックの有効活用を進めるとともに、住宅セーフティネッ

ト機能に加え、地域に開かれた公的資源として活用していくことが必要

【人口・世帯構造の変化】

• 今後、東京では高齢化がさらに進展し、高齢者世帯、とりわけ単身高齢世帯の増加が見込まれている。このため、住宅確保要

配慮者への対応に加え、元気な高齢者も含めて、自らのライフスタイルやライフステージに応じて住まいを選択できる環境や、多様

な住まいの受け皿の確保が重要

• また、共働き世帯の一般化や世帯構成の多様化が進む中、子育て世帯等についても、家族の状況や子供の成長段階に応じて

住替えや住まい方を選択できるよう、多様な住宅供給や住環境の整備が必要



１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

• 「2050東京戦略」、「『都市づくりのグランドデザイン』改定にむけた中間のまとめ」、「住生活基本計画（全国計画）」において、

2050年代の姿を見据えたバックキャストの視点で施策を検討するに当たり、以下の通底する考え方が示されている。

◆ 全ての人の多様なライフスタイルに応じた、幸福度（Well-being）の最大化

◆ 「つくっては壊す」から、ストックを最大限活用する「長く大切に使う」発想へ

◆ 地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連携

• 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化や、関連計画に通底する考え方を踏まえ、都における新たな住宅政策には、

「つくっては壊す」発想から、既存ストックを最大限活用しながら「長く大切に使う」考え方が求められている。また、全ての人のライフ

スタイルに応じた幸福度（Well-being）の向上を重視するとともに、地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連携する住

環境の形成を進めていく必要がある。

【社会の変化】

• ＤＸ・ＡＸの進展、働き方や暮らし方の多様化などにより、住生活を取り巻く社会状況は大きく変化している。今後は、住まいに

関する情報や支援を届ける仕組みを充実させるとともに、テレワークの定着や職住近接・育住近接などの広がりを踏まえ、住まい

を「暮らす場」としてだけでなく、働く、学ぶ、子育てする、交流する場として捉え直していくことが必要

• また、次世代モビリティの実装やデジタル技術の進展は、住宅地や地域の空間利用にも影響を及ぼすことが見込まれる。加えて、

地域コミュニティの維持、気候変動や災害リスクへの対応など、住宅政策に求められる役割は広がっており、福祉、環境、交通、ま

ちづくり等の関連分野と連携しながら、多様な都民の暮らしを支える居住環境づくりを進めていくことが重要

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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【社会の変化】

• ＤＸ・ＡＸの進展、働き方や暮らし方の多様化などにより、住生活を取り巻く社会状況は大きく変化している。今後は、住まいに

関する情報や支援を届ける仕組みを充実させるとともに、テレワークの定着や職住近接・育住近接などの広がりを踏まえ、住まい

を「暮らす場」としてだけでなく、働く、学ぶ、子育てする、交流する場として捉え直していくことが必要

• また、次世代モビリティの実装やデジタル技術の進展は、住宅地や地域の空間利用にも影響を及ぼすことが見込まれる。加えて、

地域コミュニティの維持、気候変動や災害リスクへの対応など、住宅政策に求められる役割は広がっており、福祉、環境、交通、ま

ちづくり等の関連分野と連携しながら、多様な都民の暮らしを支える居住環境づくりを進めていくことが重要



• 人口構造や世帯構成の変化、価値観の多様化が進む中にあっても、住まいは全ての都民が安心して暮らし、人生を豊かに営むた

めの基盤である。

• 人々の暮らしは、一人ひとり異なり、人生の歩みとともに移り変わっていく。

• 人生100年時代において、ライフステージや暮らし方に応じ、自分にふさわしい住まいを選び、住み手自らがより良いものとしながら、

安心と豊かさに満ちた住生活を送っている。

• 良質な住宅が適切に維持・継承され、循環型住宅市場が形成される中で新たな価値を生みながら、世代を超えて大切に使われ

ている。

• 人と住まいがともに時を重ねることで、居住の場としても世界に誇る魅力的な東京が実現し、誰もが豊かに暮らしている。

• 目指す2050年代の住生活の姿として、

「誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、安心して住み続けられる東京」 を目指す。

２ 目指す2050年代の住生活の姿

• 人生100年時代の中において、全ての都民が、その時々のライフスタイルに適した住まいや住まい方を実現

• 多世代にわたり継承される住宅ストックによる循環型住宅市場が形成され、地域特性に応じた居住環境が実現

住まうヒトの視点

住まうモノの視点

（趣旨）前項で示した2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性を踏まえ、目指す2050年代

の住生活の姿を提示。「住まうヒトの視点」「住まうモノの視点」で2050年代の住生活の姿を整理

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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齊藤委員
（強くは主張しないが）「誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、」という表現が、ライフス
テージごとに住み次いで言っているように読める。住まいを自ら育てる、リフォームや修繕をして自分の暮らしに
合うように、住み手自身が育てる、作り上げるということが、これからの豊かな暮らしにつながるのではないか。
→「選び」という表現をやめる？（「…暮らし方に応じた住まいで、安心して住み続けられる…」など）
または、今の家に住み続けることも含めて「選ぶ」とするならば、上段の３つ目のポツに要素を追記するか。
案：「人生100年時代において、ライフステージや暮らし方に応じ、自分にふさわしい住まいを選び、良好な居住環
境を維持しながら、安心と豊かさに満ちた住生活を送っている。

齊藤委員

「誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、」という表現が、ライフステージごとに住

みついでいくように読める。リフォームや修繕をして自分の暮らしに合うように、快適な住空間・

暮らしの場を住み手自身が育てる・作り上げるということが、これからの豊かな暮らしにつながる

のではないか。

→2050年代の住生活の姿は変更しない。説明文の中に、住み手自身が住まいを育ててい

くという要素を入れることで対応

• 人口構造や世帯構成の変化、価値観の多様化が進む中にあっても、住まいは全ての都民が安心して暮らし、人生を豊かに営むた

めの基盤である。

• 人々の暮らしは、一人ひとり異なり、人生の歩みとともに移り変わっていく。

• 人生100年時代において、ライフステージや暮らし方に応じ、自分にふさわしい住まいを選び、住み手自らがより良いものとしながら、

安心と豊かさに満ちた住生活を送っている。

• 良質な住宅が適切に維持・継承され、循環型住宅市場が形成される中で新たな価値を生みながら、世代を超えて大切に使われ

ている。

• 人と住まいがともに時を重ねることで、居住の場としても世界に誇る魅力的な東京が実現し、誰もが豊かに暮らしている。

• 目指す2050年代の住生活の姿として、

「誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、安心して住み続けられる東京」 を目指す。

• 多世代にわたり継承される住宅ストックによる循環型住宅市場が形成され、地域特性に応じた居住環境が実現



３ 新たな住宅政策の５つの戦略

誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、安心して住み続けられる東京

住まうモノの視点：住宅ストック価値の最大化住まうヒトの視点：人生100年時代を謳歌する豊かな暮らし

（趣旨）目指す2050年代の住生活の姿から、バックキャストの視点で新たな住宅政策の５つの戦略を設定

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

（目指す2050年代の住生活の姿）

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

0930大月部会長

• アフォーダブルの観点は、８月の審議会において都議が結構

意見を言っていたが、入れなくてよいのか。今後議論がある

かもしれない。

0930大月部会長

• アフォーダブルの観点は、８月の審議会において都議が結構

意見を言っていたが、入れなくてよいのか。今後議論がある

かもしれない。

• 新たな住宅政策の５つの戦略の平仄については、都の考え

方で示した内容とできるかぎり合わせる方がよいとは思う。

11

大月部会長
「住宅に住まえる」が分かりづらい。「住宅を確保できる環境」など表現
を検討すること
※「市場による選択」「セーフティネットでの確保」の要素が強くなると
戦略１、２とかぶってしまうので、要検討
※戦略は、アウトカムなのかアウトプットなのか
アウトプットで良ければ↓
案0：…ニーズに応じた住生活を実現できる環境整備
（全国計画目標１を参考に。ただ、あまり「住生活」は使っていない？）

小林委員
戦略４について、非常に大事であるが、なぜこの戦略（目標）を立てるの
か、という背景をどこかで示すべき
→おそらく戦略１~５（目標１~11？）についてどこかでやるべき…。
骨子で書くかどうか

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

大月部会長

戦略２の「住宅に住まえる環境の実現」が分かりづらい。「住宅が確保できる環境の実現」

など分かりやすい表現の方がよい。

→「住生活を実現できる環境整備」に修正

小林委員

戦略４について非常に大事だと思うが、何でこういう戦略を立てるのかというところも

少しどこかでコメントした方がいい。

→15ページの体系図の中で、各戦略の説明を追記予定



• 2050年代に目指す住生活の姿を実現するためには、個別の施策を積み上げるだけでなく、住宅政策全体を貫く共通の視点
を持ちながら施策を展開していくことが重要

• 人口構造や世帯構成の変化、価値観の多様化、気候変動やデジタル技術の進展など、先行きが不透明な時代においては、
住宅政策についても従来の枠組みにとらわれず、多様な主体と連携しながら柔軟かつ戦略的に取り組むことが必要

• このため、本答申では、住宅政策の実効性を高めるための６つの視点を設定

４ 住宅政策の実効性を高めるための６つの視点

（趣旨）住宅政策の実効性を高めるために必要な、多様な主体との連携や仕組みの構築、まちづくり・福祉等との分野連携などを、

全体を貫く視点として設定

岡田めも
ひとまず「都の考え方」資料の記載に合わせる
※答申案の記載とは異なっているので要確認！！

② 多様な主体との連携

国、区市町村に加え、都市再生機構、東京都住宅供給公社、
民間事業者、地域などの多様な主体が、それぞれ適切な役割を担
い、連携して持続可能な体制や仕組みを構築することで施策の実
効性を高める。

③ まちづくり・福祉等との分野連携

地域特性に応じた豊かな暮らしを実現するため、地域の実情や暮
らしの実態を踏まえ、まちづくりや福祉分野等と連携した取組を展開
する。

⑤ ＤＸ・ＡＸの推進

担い手不足の解消や、複雑化・多様化する都民ニーズに的確に
対応するため、データに基づく課題分析や、最先端の技術等を活用
して効果的かつ効率的に施策を推進する。

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

0930大月部会長

• ６つの視点における都民目線（Well-being）の重視につい

ては、都民一人ひとりのためにというニュアンスがわかるように

なるとよい。アフォーダブルの観点もここに該当すると思う。

（確認事項）
幹部レク踏まえ、タイトル修正
「目指す2050年代の住生活の姿の実現に向けた」

「住宅政策の実効性を高めるための」
※場所はこのままでよいかどうか。
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大月部会長
齊藤委員
松本委員

大月部会長（齊藤委員、松本委員）

視点③について、近年、特に住宅セーフティネット系の話で福祉分野との連携が重

要とされているので、「まちづくり等」の「等」に福祉分野をくるめず、「まちづくりや福

祉分野等との」と見出しに入れていただいた方が視点の方向性が強調されていいの

ではないか。

→「まちづくり・福祉等との分野連携」に修正

井上委員（ヒアリング）

終身サポートは福祉の分野と思われがちだが、法学的な側面も強いので、「司法」

の分野をどこかの視点で読み込むことはできるか。

→まちづくり・福祉「等」で読む

矢田委員（ヒアリング）

居住支援法人がサポートとして残置物の処理をしたり、契約の事務をしたりとかある

が、契約関係は内容が難しいので、福祉の方でできるのか難しいと考えている。そこ

は法律系の人が関わると良いと考えている。

→まちづくり・福祉「等」で読む

① 都民目線（Well-being）の重視

東京に住む全ての人が、住宅の質や価格など様々な面からニーズ
に応じた住宅を確保できるよう、ライフステージや暮らし方の変化を捉
え、地域社会の中で安心して暮らし続けるために必要な情報や施策
を確実に届ける。

④ 多様な政策手法の活用

社会経済環境の変化に対応し、施策効果の最大化を図るため、
補助制度に加え、金融、税制、公的ストックの活用など、多様な政
策手法を組み合わせながら施策を展開する。

⑥ 未来を見据えた柔軟な転換

既存の枠組みに捉われない柔軟な発想により、施策の実装を阻む
制度・慣行など構造的課題を洗い出し、規制改革など国への働きか
けも含めて検討し、課題解決を図る。

• 2050年代に目指す住生活の姿を実現するためには、個別の施策を積み上げるだけでなく、住宅政策全体を貫く共通の視点
を持ちながら施策を展開していくことが重要

• 人口構造や世帯構成の変化、価値観の多様化、気候変動やデジタル技術の進展など、先行きが不透明な時代においては、
住宅政策についても従来の枠組みにとらわれず、多様な主体と連携しながら柔軟かつ戦略的に取り組むことが必要

• このため、本答申では、住宅政策の実効性を高めるための６つの視点を設定

（趣旨）住宅政策の実効性を高めるために必要な、多様な主体との連携や仕組みの構築、まちづくり・福祉等との分野連携などを、

全体を貫く視点として設定

③ まちづくり・福祉等との分野連携

地域特性に応じた豊かな暮らしを実現するため、地域の実情や暮
らしの実態を踏まえ、まちづくりや福祉分野等と連携した取組を展開
する。

④ 多様な政策手法の活用

社会経済環境の変化に対応し、施策効果の最大化を図るため、
補助制度に加え、金融、税制、公的ストックの活用など、多様な政
策手法を組み合わせながら施策を展開する。



Ⅲ 具体的な施策の方向
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新たな住宅政策の戦略における目標

（趣旨）具体的な施策展開の方向性を定めるに当たり、新たな住宅政策の戦略における目標を設定

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

目標３ 子育てしやすい居住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

目標１ 空き家の発生抑制や利活用等の推進による住まいの継承と循環

目標２ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備

Ⅲ 具体的な施策の方向

0930大月部会長

• 国の住生活基本計画（全国計画）では、住まうヒトの視点

と住まうモノの視点に分けて整理しているが、５つの戦略は、

ヒトの視点とモノの視点が混在している。戦略２と戦略３を

上に持っていけばヒト、モノがきれいに整理できるのではないか。

資料上は、このままでよいと思うが、今後議論が必要かと思う。

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

目標８ 世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成
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目標１に「地域の活性化」とあるが、戦略１は循環型住宅市場の形成に係る話。住宅の集積としての地域やま
ちの活性化は戦略５ではないか。循環市場を生かしていくこと／地域のまちづくり
齊藤委員
ストックを次の人に引き継ぐことが重視されているように見えるが、居住中から修繕等を行い、住宅履歴をき
ちんと残して見える化することで円滑に引き継がれることにつながると思うので、隠れた不具合や耐震性の不
安から既存住宅を選ばない人もいるので、安心して使える住宅であることが見える記載にしてほしい（目標２
とのバランスもあると思うが。）。
→集積としての地域活性化ではなく、循環型住宅市場による活性化（ストックの承継？）という要素を入れた
い。また、安心して使える住宅というニュアンスを追加するか（→「良質な」等入れる？）
案１：（良質な）住宅ストックの循環による地域の活性化
案２：（良質な）住宅ストックの円滑な承継による地域の活性化
案３：（良質な）住宅ストックの利活用等の推進による持続可能な地域づくり
※世代循環的な要素も含む？2050年代の姿からは少し外れる（世代循環の要素がない）ので要検討
※良質じゃないものは流通以外、という話になるか（利活用見込みがない場合には除却するので）

大月部会長
目標２「適切に選択」が分かりやすそうで分かりづらい。都で議論している「アフォーダビリティ」「ア
フォーダブル住宅」の話だということが分かるような形の方が良い。
→「アフォーダブル住宅」は子育ての目標だけ、と以前の幹部レクでは整理していた。一方で、指摘を踏まえ
て修正を要検討。
案１：自身に最適な住まいを安心して選択できる市場の整備
案２：多様な選択肢の中から住まいを適切に選択できる市場整備
案３：情報の可視化（等）により住まいを適切に選択できる市場整備

大月部会長
目標10「安全・安心な住宅市街地の整備」とすると、新しくつくっていくというニュアンスが強
く、これまでのまちづくり・住まいづくりの表現になる。東京は住宅地の更新や再生（団地再
生って言葉も。））が課題。その課題感が伝わる表現に変えた方が良いのでは。
→目標４で「整備」はやめていること、戦略名との重複感が否めないこと、現時点では目標10は
防災に限っていることを踏まえ、以下担当案
（「強化」とすることで、新しく作っていくというニュアンスはなくしている（つもり））
案１：住宅市街地の防災・レジリエンス機能の強化（全国計画目標９の2050年の姿より）
（以下は今の市街地の更新的な要素無し）
案１：災害時にも安心して住み続けられる住宅市街地の実現
案２：災害に強い住宅市街地の実現
案３：防災力の高い住宅市街地の実現

大月部会長
目標４だけ語尾が「整備」で他が「実現」。そろえた方が良いのでは。
三ッ石委員
目標４と目標６とで、高齢者の扱いが分断（お金がある人は安心して暮らせる、そうじゃない人はセーフティ
ネット、みたいな見え方）される懸念。区分や表現については検討してほしい。
→「住環境の~」が子育てと同じなので、語尾は「実現」で統一
【担当整理】
・高齢者だからと言ってすべからくセーフティネットによる住宅確保が必要なわけではない。セーフティネッ
トの対象にならない高齢者についての目標設定が必要（井上先生）
・高齢者に係る施策展開の方向性について、「高齢期における一連の流れ（元気で自立~要介護）」を踏まえ
たものとする。そのうえで、目標６（SN）で施策が再掲になるかもしれない（が、OK）（幹部レク）
・目標４で「安心して暮らせる」としてしまうと、SNとの棲み分けが曖昧になる。曖昧になると、三ッ石委員
の指摘のとおり、裕福な人じゃないと安心して暮らせないのか、となる。
→目標４は、高齢期の暮らしを支える／質を向上させる住環境を実現すること。目標６は、要配慮者も住まい
を確保し、安心して暮らせるためのセーフティネットの構築。
（高齢期の暮らしに必要な設備・サポートが備わった住宅が流通していないことが原因で、高齢者の住宅の確
保が困難になっているのだとしたら、どちらにも該当することになる？）
案１：高齢者（高齢期）の暮らしを支える住環境の実現
案２：高齢者が安心していきいきと暮らせる住環境の実現

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

目標１ 修正案
（考え方）
循環型住宅市場の実現の話なので、住宅の集積としてのまちづくりではなく、ストックの循環の要素が入るよ
うにしたい。一方で、空き家対策がメインの記載になるので、市場流通だけでなく、地域資源としての活用や
利活用見込みのない空き家の除却等も含まれるような記載にしたい。
2050年代の姿は「長期にわたって不在となる空き家が無くなっている」状態なので、地域の話
※戦略５は、防災・ゼロエミの記載なので、まちづくり感はあまりない

【2050年代の住生活の姿】
住宅の維持管理やリフォーム、売却・除却も含めた住まいの終活・相続が適切に行われ、様々な形で利活
用されることで、長期にわたって不在となる空き家が無くなっている。

• 住宅ストックの利活用等の推進による良質な住まいの循環
• 住宅ストックの利活用等の推進による住まいの円滑な循環
• 住宅ストックの利活用等の推進による住まいの継承と循環
• 住宅ストックの利活用等の推進による循環型住まいの実現（都の考え方）
• 住宅ストックの適切な利活用等により良質な住まいが循環する地域づくり

目標２ 修正案
（考え方）
「適切に選択」が分かりづらい。
大月先生は「アフォーダブル」「アフォーダビリティ」の話とおっしゃっているが、アフォーダブルは目標では出さない
（本部内整理）
「最適な住まい」の選択までは実現できないので、言いすぎないように（2050年代の姿は、かなり先の将来
の話なのでOK…）

【2050年代の住生活の姿】
多様な選択肢の中から自身に最適な住まいを安心して選択できるよう、住宅の価値や性能など、住まいに
関する必要な情報が可視化され、住宅ストックの循環システムが構築されている。

• ニーズに合った住宅を安心して選択できる市場の整備（都の考え方）
※「ニーズ」というと、戦略２とかぶる懸念がある？

• 情報の見える化により住宅を安心して選択できる市場の整備
※「情報の見える化」には限らないので不適切？

• 良質な住宅を安心して選択できる市場の整備（現行住マス寄り）

目標１０ 修正案
（考え方）
「整備」のように、新しくつくっていく、という書き方にしない。
再生・更新の要素を入れた方が良い
「防災・レジリエンス機能」と言っているか？定義は？

【2050年代の住生活の姿】
耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災
機能・レジリエンス機能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街
地が実現している。

• 災害時にも安心して住み続けられる住宅市街地の実現
• 災害に強い住宅市街地の実現
• 防災力の高い住宅市街地の実現

大月部会長

戦略１は循環的型市場の形成。目標１の「住宅ストックの利活用等の推進」

はフィットしていいと思うが、「地域の活性化」は恐らく戦略５の、住宅の集積と

してのまちをよくしていくというところ。循環的な市場を生かして、地域の産業とか、

専門家の活躍とか、業者さんの活躍とか、そういうことで活性化していくという話

を、１と５に分けながら記述していくと、より明快な章立てになるのではないのか。

「住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化」

→「住宅ストックの利活用等の推進による住まいの継承と循環」

大月部会長

目標２が「住まいを適切に選択できる」と書いてあるが、「適切に」というのは昨

今話題になっているアフォーダビリティの課題があると思う。「適切に」というのは非

常に分かりやすそうで分かりにくい言葉であるので、もう少し、今東京都で議論さ

れているアフォーダブル住宅とかアフォーダビリティの話だよというのが分かるような

形で書いた方がよいのではないか。

「住まいを適切に選択できる市場整備」

→「良質な住宅を安心して選択できる市場の整備」

大月部会長

目標10に関して、終わりの言葉が「住宅市街地の整備」と書いてあるが、「整

備」と書いてしまうと、新しくつくっていくというニュアンスがある。今東京の住宅地

で課題になっているのは、更新や再生。ここの文言を、現状東京都で課題感を

持ってやっているアクティビティを表すような言葉に変えた方がいいのではないのか。

「安全・安心な住宅市街地の整備」

→「災害時にも安心して住み続けられる住宅市街地の実現」

「住環境」が適切かどうか
→住生活基本法の逐条解説踏まえ、住宅・周辺環境・ソフトすべて含むと思われる「居住環境」に修正

東京都住宅基本条例
（住宅政策の目標）
第一条 東京都（以下「都」という。）の住宅政策の目標は、すべての都民がその世帯の構成に応じて、良好
な住環境の下で、ゆとりある住生活を享受するに足りる住宅を確保できるようにすることにあるものとする。
（良好な住環境を備えた住宅市街地の形成等）
第九条 都は、良好な住環境を備えた住宅市街地の形成を図るため、老朽化した木造住宅等が密集する地域の
整備改善等による災害に対する安全性の確保の促進、景観の維持向上その他必要な施策を講ずるよう努めるも
のとする。

国は法律で「住環境」と言わず、「居住環境」としている
住生活基本法
（良好な居住環境の形成）
第４条 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進は、地域の自然、歴史、文化その他の特性に
応じて、環境との調和に配慮しつつ、住民が誇りと愛着をもつことのできる良好な居住環境の形成が図られる
ことを旨として、行われなければならない。
（地域における居住環境の維持及び向上）
第12条 国及び地方公共団体は、良好な居住環境の形成が図られるよう、住民の共同の福祉又は利便のため
に必要な施設の整備、住宅市街地における良好な景観の形成の促進その他地域における居住環境の維持及び向
上のために必要な施策を講ずるものとする。

全国計画・現行都の住マスでは、「住環境」「居住環境」どちらも使用している。
→住環境は住まいというよりも周辺環境、という使い方をされているようにも見えるが…明確ではない。
【全国計画】
（子育てをしやすく、働きやすい居住環境の充実）
○子育て世帯における多様な住まい方・働き方を踏まえた職住近接・育住近接、三世代同居や近居、二地域
居住など、それぞれの居住者が希望する子育てをしやすく、働きやすい居住環境の充実
・UR 団地等における、子育て世帯が利用しやすい共用空間等の整備、子育て世帯向けのソフト施策の提供
等の子育てしやすい住環境の整備、子育て世帯の優先入居等の推進

（相続空き家等を活用した若年・子育て世帯等が居住しやすい住環境の整備）
○比較的利便性の高い既成住宅地において、今後増加が見込まれる相続空き家等を、若年・子育て世帯等向
けの良質でアフォーダブル（比較的手頃）な住宅や子育て支援施設等として活用すること等を通じた、若年・
子育て世帯をはじめとする多様な世帯が居住しやすい住環境の整備
【現行住マス】
目標３施策５「居住環境のバリアフリー化」は建物内部の話に読める

「居住環境」

住生活基本法 第４条

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進は、地域の自然、歴史、文化その他の特

性に応じて、環境との調和に配慮しつつ、住民が誇りと愛着をもつことのできる良好な居住環境の形成

が図られることを旨として、行われなければならない。

≪逐条解説≫

「住民が誇りと愛着をもつことができる」

→良好な居住環境の「良好さ」は、地域ごと・住民ごとに異なるものである。豊かな住生活の実現の観

点から、住宅単体や住宅地が物理的に良質であることはもちろん、日常生活における近所付き合いの

みならず、農済・防犯・教育・福祉などの様々な面での連携協力などによる良好な地域コミュニティの形

成が必要である。このような観点から、それぞれの地域において、住民が誇りと愛着を持つことのできる居

住環境を形成していくべきとの認識を示すものである。



（参考）東京都住宅政策審議会において議論した論点と新たな住宅政策の戦略と目標について

最近の住生活を取り巻く環境の変化
（住宅価格・外国人）

既存住宅流通・空き家対策

子育て支援

住宅セーフティネット

マンション

住宅まちづくり

審議会・企画部会で議論した論点 新たな住宅政策の戦略と目標

全体を貫く視点

③ まちづくり・福祉等
との分野連携

④ 多様な政策手法の活用

⑤ ＤＸ・ＡＸの推進

⑥ 未来を見据えた
柔軟な転換

各論点において、委員より指摘された
通底される考え方

ゼロエミッション

防災・減災

ＡＩ・ＤＸ

① 都民目線
(Well-being) の重視

② 多様な主体との連携

審議会・企画部会での議論を、新たな住宅政策の戦略と目標に反映
修正
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戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

戦略について説明文追記
予定（小林、三ッ石）

各戦略の考え方について、追記予定

住宅の確保に配慮を要する都民の住まい

目標２良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備

目標１空き家の発生抑制や利活用等の推進による住まいの継承と循環 戦略１
空き家の発生前段階から活用・次
世代承継まで切れ目ない対策を
強化し、循環型住宅市場を実現

戦略３
重層的な住宅セーフティネットの構築

と公的住宅を多世代が集う
地域コミュニティの場へ

目標６公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

目標３子育てしやすい居住環境の実現

目標４高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

目標５都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略２
子育て世帯・高齢者等、

誰もが安心してニーズに応じた

住生活を実現できる環境の整備

戦略４
マンションを100年安心して

暮らせる居住基盤へ

目標８世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成

目標９老朽マンション等の再生による地域価値向上

目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

戦略５
安全・安心で持続可能な

住宅市街地の形成



目標１ 空き家の発生抑制や利活用等の推進による

住まいの継承と循環

目標２ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで

切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、「今後10年間の施策展開の方

向性（案）」を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞

16



• 住宅の維持管理やリフォーム、売却・除却も含めた住まいの終活・相続が適切に行われ、様々な形で利活用されることで、長期

にわたって不在となる空き家が無くなっている。

• 多様な選択肢の中から自身に最適な住まいを安心して選択できるよう、住宅の価値や性能など、住まいに関する必要な情報が

可視化され、住宅ストックの循環システムが構築されている。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

目指す2050年代の住生活の姿

（趣旨）戦略における目指す2050年代の住生活の姿を提示

（参考）

各戦略について、以下のとおりの構成とする。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

• 2050年代の姿

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

（１）現状
（２）2035年度に向けた施策展開の方向性と施策・取組（案）

① 2035年度に向けた施策展開の方向性
② 施策・取組（案）

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

（１）現状
（２）2035年度に向けた施策展開の方向性と施策・取組（案）

① 2035年度に向けた施策展開の方向性
② 施策・取組（案）

17



（趣旨）各目標に関連する現状を整理

• 都内には、将来的にも総世帯数を上回る住宅ストック数が存在見込み

• 都内の空き家は約90万戸。うち、市場流通用の空き家は約61万戸（戸建住宅約２万戸、共同住宅等約59万戸）、長

期不在等の空き家は約18万戸（戸建住宅約５万戸、共同住宅等約12万戸）、主要部分が腐朽した空き家が約11万戸

（戸建住宅約３万戸、共同住宅等約８万戸）存在

• 市場流通用の空き家約61万戸のうち、賃貸用の空き家が約56.5万戸あり、全国と比較しても賃貸用の空き家の割合が高い。

• 今後空き家になるおそれがある「空き家予備軍※」が、約100万戸存在

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

目標１ 空き家の発生抑制や利活用等の推進による住まいの継承と循環

（１）現状

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 住宅ストックが市場を通じて次世代に円滑に承継されるよう、既存住宅市場での流

通促進、まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用、利活用見込みの

ない空き家の除却等に加え、空き家予備軍への対応を強化する必要がある。

• 地域の住宅ストックの状況や都民の住宅ニーズ等を踏まえ、区市町村等とも連携し、

住宅ストックを活用した地域の活性化に取り組む必要がある。

• 都内には、将来的にも総世帯数を上回る住宅ストック数が存在見込み

• 都内の空き家は約90万戸。うち、長期不在等の空き家は約18万戸、主要部分が腐朽した空き家が約11万戸存在

• 今後空き家になるおそれがある「空き家予備軍」が、約100万戸存在

• 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由として、「設備の老朽化」「耐震性」「隠れた不具合」等への

不安が多数

• 空き家を住宅や地域活動の場として活用できる貴重な地域資源として捉え、空き家化の予防や適切な管理、利活用を進めて
いくことが必要

18 荻野専門委員
現状に賃貸用の空き家の数値がなく、施策展開の方向性に対策が入っていない。都内空き家の７割を占める賃
貸用空き家について、自主管理オーナーへの働きかけや、借り上げなどオーナーの支援等、活用促進する必要
がある旨を入れてほしい。
→現状や方向性に記載した場合に、施策イメージがあるのかどうか要確認（民住部）
目標１の現状に追記する。施策については目標６の民賃活用で読めるので、施策イメージ等を書くことで対

応したい。

荻野専門委員
目標１について、現状、賃貸用の数字がなく、方向性にも賃貸用空き家への対策が入っていないように見受けられます。
都内の空き家の約７割を占めるのが賃貸用の空き家にで、そのうち自主管理の大家さんの６か月以上滞留している空き家が42万戸くらいあるのではな
いかと見ている。セーフティネット住宅へ活用できるものも25万戸くらいあるのではないかと推定しているので、ぜひ都内の空き家の約７割を占める
賃貸用空き家について、自主管理オーナーへの働きかけや、募集、改修、家賃保証、借上げなど、オーナーが選べる支援について、再生活用を促進す
る必要があるという文言をどちらかに入れていただければと思っています。。
→賃貸用空き家について現状に記載を追記。セーフティネット活用に向けた貸主への働きかけについては目標６の施策イメージにて記載

藤井部会長代理（ヒアリング）

空き家といっても、戸建住宅なのか、共同住宅の空き室なのかで、影響する範囲も対応もだいぶ変わってくるので、一括りにしてしまうのではなく、丁寧に議論する必要がある。

戸建住宅は面的な整備につながり、マンションは管理不全の問題等につながっていく。

「空き家の発生前」と言っても、戸建てやマンション、また、分譲と賃貸とでも対策は異なってしまうので、一緒くたにしない方が良いのではないか。

都内だとあまり問題になっていないかもしれないが、郊外では木賃アパートや自主管理オーナーの空き室の問題等もある。

空き家の種類と地域性（都心と多摩など）の要素が、対応方針の中に入ってくると良い。

荻野専門委員

目標１について、現状、賃貸用の数字がなく、方向性にも賃貸用空き家への対策が入っていない。都内の空き家の約７割を占める賃貸用空き家について、自主管理オー

ナーへの働きかけや、募集、改修、家賃保証、借上げなど、オーナーが選べる支援について、再生活用を促進する必要があるという文言をどちらかに入れてほしい。

※上記意見を踏まえ、次ページも修正

※空き家予備軍…65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家



「戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建
て賃貸を普及させる取組が必要」について、戸建て賃貸・DIYの要素は入れら
れていない（目標１？目標２？）

Ⅲ 具体的な施策の方向

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

• 市場を通じて住宅ストックを次世代へ円滑に引き継ぐため、既存住宅市場での流通促進、まちづくりとも連携した地域資源とし

ての空き家の利活用、利活用見込みのない空き家の除却等に加え、空き家予備軍※への対応を強化する必要がある。

• 地域によって異なる住宅ストックの状況や都民のニーズ等を踏まえ、区市町村等とも連携し、住宅ストックを活用した地域の活

性化に取り組む必要がある。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

【既存住宅市場での流通促進】

1. 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、インスペクションや住宅
履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や
価格（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

2. 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー
向上の取組が必要

3. 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させる
システムの構築にも取り組む必要

4. 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効
果的

5. 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取
組が必要

【まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用】

6. 住環境の悪化を軽減していくために、地域の長期不在等の空き家を抑制する政策を区市町村と連携
して取り組むことが重要。また、既存不適格の物件や接道条件の悪いエリアの建物など活用が難しい
空き家を使えるようにするための検討が必要

7. 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢
を提示することが必要

8. 子育てのニーズは世代や地域で大きく異なり、家の中だけでは子育てが完結しないので、近所の空き
家、地域の公共スペースなども活用し、子育てに適した住環境の整備が必要

9. アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、
供給を誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要 ※再
掲

【利活用見込みがない空き家の除却等】

10. 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却
を集中的に支援すると効果的

【空き家予備軍への対応】

11. 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の
住替えと転居後の子育て世帯向け住宅などに改修する支援を組み合わせた空き家対策の仕組を検
討すべき。

12. 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の
提供が必要。また、世帯構成の変化に伴い、住宅をどうサイズダウンしていくか、いかに手放しやすくして
いくか、というカルチャーを作ることが重要

13. 相続登記の申請が義務化されたので、相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段
階における空き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要

【都と区市町村との役割分担、その他】

14. 空き家の実態把握や所有者とのコミュニケーションは区市町村が行い、都は区市町村のデータを横断
的に分析してフィードバックや、専門家の確保、制度上の課題対応など、広域的自治体としての役割
分担が必要

15. 倒壊のおそれのある空き家に対する固定資産税の減免取消や、京都市のような空き家への課税など、
税制面からも対策が必要

16. マーケットが好調の中、税制によるインセンティブが必要か慎重に検討が必要

住宅まちづくり

1. 住宅の立地や住環境をどうしていくのかを考え、まちづくりと一体となって取り組むことが重要。その際、今
後の人口減少や災害リスクなども踏まえ、都市政策の上位計画において、考え方等を位置付けること
も必要

2. ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異なる。
区市町村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点から示す
ことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる体制の
構築が必要

3. 郊外の戸建住宅団地について、高齢化や空き家の増加などの課題があることから、今後のあり方につ
いて検討が必要。その際、利便性等の客観的指標だけではなく、地域住民の主体的な活動状況等
も考慮すべき。

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考える必要があ
る。

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を一体的にデ
ザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住民同士のコミュニケーショ
ンにより、地域力の強化にもつながる。

6. 今後、駐車場需要の減少が見込まれるため、空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづく
りと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備や、
高齢化社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

19

齊藤委員
ストックを次の人に引き継ぐことが重視されているように見えるが、居住中から修繕等を行い、住宅履歴をき
ちんと残して見える化することで円滑に引き継がれることにつながると思うので、隠れた不具合や耐震性の不
安から既存住宅を選ばない人もいるので、安心して使える住宅であることが見える記載にしてほしい（目標２
とのバランスもあると思うが。）。
→「既存住宅市場での流通促進」にインスペクションや住宅履歴等は含まれているが、既存住宅流通の具体の
内容を目標２にも書いてしまうので、施策イメージの記載に当たって要検討（再掲になる？）

• 高齢者世帯の持ち家が多い地域等における、空き家予備軍世帯の住替えと持ち家活用の支援

• 売却・賃貸・住替え・相続などに関する相談対応から、空き家の売却や活用に向けたアウトリーチ型提案まで一気通貫で行う体制の整備など、空き家
を含む既存住宅の流通を促進

• ニーズに合った住宅とのマッチングが円滑に進むよう、インスペクションや住宅履歴情報の作成に加え、住宅の質や価格などを見える化する取組の促進  

• 空き家等を子育て世帯等の多様なニーズに応じた住まいや地域の交流拠点等へ改修する取組への支援

• 接道条件の悪いエリアにおける空き家の活用や解消に向けた支援

• 住まいの住替えや住まいの終活など空き家所有者等への各種情報発信による住生活リテラシーの向上

• 自主管理オーナーの賃貸物件など、空き家・空き室の属性ごとの状況を把握し、住宅ストックの活用に向けた対応を検討

• 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効果的

• 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取組が必要

• 地域の長期不在等の空き家を抑制する政策を区市町村と連携して取り組むことが重要

• 既存不適格の物件や接道条件の悪いエリアの建物など活用が難しい空き家を使えるようにするための検討が必要

• 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示することが必要

• 近所の空き家、地域の公共スペースなども活用し、子育てに適した住環境の整備が必要

• 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却を集中的に支援すると効果的

• 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の住替えと転居後の子育て世帯向け住宅など

に改修する支援を組み合わせた空き家対策の仕組を検討すべき。

• 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の提供が必要

• 相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段階における空き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 相続物件の大量発生を見据え、空き家になる前からの早期の働きかけを検討・強化

• 中古住宅の改修等により「質を高めてつなぐ」、世代を超えて受け継がれる循環型の住まいを実現

空家14~16の意見は６つの視点で拾っているということでよいか

「空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者や
サブリース事業者との連携が効果的」の要素が入れられてない

※目標２に再掲

取組イメージ

• 相続等の手続きに係る相談から持ち家活用に係る 売却・賃貸・住み替え・相続などに関する相談対応から、空き家の売却や活用に向けたアウトリー
チ型提案まで一気通貫で行う体制の整備等、空き家を含む既存住宅の流通を促進に係る支援の実施

• 高齢者世帯の持ち家が多い地域等における空き家予備軍世帯の住替えと持ち家活用の支援  

• 空き家等を子育て世帯の多様なニーズに応じた住まいへ改修する取組への積極的な支援

• インスペクションや住宅履歴情報の作成に加え、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や価格（リフォーム費用や売買
価格の妥当性）などを見える化する取組の促進

• 空き家を活用し、子育て世帯等が手頃な家賃で安心して住むことができる「アフォーダブル住宅」や若者の居場所等の供給誘導

• 接道条件の悪いエリアにおける空き家活用等の空き家の活用や解消に向けた支援

• 住まいの住替えや住まいの終活など空き家所有者等への各種情報発信による住生活リテラシーの向上

空き家利活用等普及啓発・相談事業、事業者認定制度

シニアの住み替え応援事業

空き家活用応援事業、空き家利活用等区市町村支援事業

空き家活用の促進に向けた戦略的な広報

TOKYO住まい循環促進事業

空き家利活用等区市町村支援事業

空き家活用応援事業、空き家利活用等区市町村支援事業、東京子どもすくすく住宅認定制度

• 高齢者世帯の持ち家が多い地域における、空き家予備軍世帯の住替えと持ち家活用の支援

• 相続等の手続きに係る相談から持ち家活用に係るアウトリーチ型提案まで一気通貫で行う体制の整備等、既存住宅ストックの利活用等に係る支援
の実施

• ニーズに合った住宅とのマッチングが円滑に進むよう、インスペクションや住宅履歴情報の作成に加え、住宅の質や価格などを見える化する取組の促進  

• 空き家を子育て世帯等の多様なニーズに応じた住まいや地域の交流拠点等へ改修する取組への積極的な支援

• 接道条件の悪いエリアにおける空き家活用等の支援

• 空き家所有者等への各種情報発信による住生活リテラシーの向上

• 自主管理オーナーの賃貸物件など、空き家・空き室の属性ごとの状況を把握し、住宅ストックの活用に向けた対応を検討

• 定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示

目標１ 空き家の発生抑制や利活用等の推進による住まいの継承と循環



• 既存住宅の成約件数は、全体では増加傾向（マンションは増加傾向、戸建住宅は横ばい）

• 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由として、「設備の老朽化」「耐震性」「隠れた不具合」等への

不安が多数

• 相続登記がされていない空き家は権利関係が不透明であるため、市場での流通や利活用が困難

• 住宅価格は、建設費の上昇等に加え、新築マンションの供給戸数の減少により、上昇傾向。また、短期転売など投機的取引

が価格上昇の一因との指摘

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

・中間報告
・問題となっている現状ではなく、改善
している現状も載せる？（方向性に直接
つながっていない）

R8.2.6企画部会資料ｐ１６

中間報告

都の考え

第２回審議会委員意見→どうやって裏を
取る？

都の考え（戦略ラインの資料にグラフ）

都の考え

• 住宅性能に関する情報（一定基準以上の良質な住宅であることなど）が明示された住宅

の既存住宅に占める割合やリフォームの実施が伸び悩んでいる。

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 住宅の性能や管理状況、価格等の情報を分かりやすく見える化することで、都民の不安

を解消し、ライフステージやライフスタイルに応じた住まいを適切に選択できる市場環境の

整備が必要である。

• 住宅所有者に対する、相談から提案まで一気通貫で行う相談体制の整備や、デジタル

技術等も活用した情報発信による住生活リテラシー向上の取組により、既存住宅ストック

を流通させるシステムの構築が必要である。

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、

その抑制に向け、住宅価格の動向等も注視し、対策を検討する必要がある。「住む人の

ための住宅」が、市場において適切に供給されるという視点が求められる。

目標２ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備

（１）現状
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 住宅の性能や管理状況、価格等の情報を分かりやすく見える化することで、都民の不安を解消し、ライフステージやライフスタイル

に応じた住まいを適切に選択できる市場環境の整備が必要である。

• 住宅所有者等に対する、相談から提案まで一気通貫で行う相談体制の整備や相続等の手続きに係る支援、デジタル技術等

も活用した情報発信による住生活リテラシー向上の取組などにより、既存住宅ストックを流通させる仕組みの構築が必要である。

• 住宅価格は、市場における需要と供給の関係など、様々な要因により形成される。空き家を含む既存住宅の流通を一層促進

するなど、世帯数を上回る都内の住宅ストックの活用を図ることが必要である。

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、その抑制に向け、対策を検討する必

要がある。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

【既存住宅市場での流通促進】

1. 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、インスペクションや住宅
履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や
価格（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

2. 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー
向上の取組が必要

3. 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させる
システムの構築にも取り組む必要

4. 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効
果的

5. 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取
組が必要

【住宅価格の上昇に対する考え方など】

1. 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決
定される。

2. 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、
不動産の転売規制などの強い介入は適切ではない。

3. 不動産価格の高騰は、外国人による購入が要因の一つと言われているが、国内の個人・法人による
資産保有やセカンドハウス目的の取得も増えているのが実態

4. 中長期在留の外国人による実需としての住宅取得が進む可能性がある。そのため、居住を伴わない
投資目的の取得への対策にあたっては、外国人、日本人を問わず検討が必要ではないか。

5. 住宅政策が、どのような理由で価格に関して市場に介入するのか大義名分が必要。短期保有への課
税強化など、投機的な取引に対する税制面での対応も考えられるが、制度設計は難しい。

6. 国土交通省が新築マンションの取引状況について調査を実施したが、短期転売等の実態把握には
至っていない。

7. 国や業界団体等の取組やその効果等を注視しながら議論していく必要がある。

8. 新築マンションの供給量の減少が価格上昇につながっていると言われている中、地域性も踏まえながら、
空き家や既存ストックの活用を一層促進することにより、様々な選択肢を増やすことが重要

9. 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流
通支援、所有する住宅の価値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めることが重要

10. アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、
供給を誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要

11. 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている
方々にいかに伝えられるかが大事

ＡＩ・ＤＸ

1. 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用し
た見守りサービスの普及促進に向けた検討が必要

2. デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、
プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

3. ＡＩの活用やＤＸの推進は重要である一方で、建築分野では当面ＡＩに代替できない現場人材が
不足しているため、人材の確保も重要

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

21

• インスペクションや住宅履歴情報の作成に加え、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や価格（リフォーム費用や売買
価格の妥当性）などを見える化する取組の促進

• 売却・賃貸・住替え・相続などに関する相談対応から、空き家の売却や活用に向けたアウトリーチ型提案まで一気通貫で行う体制の整備など、空き家
を含む既存住宅の流通を促進（再掲）

• 空き家所有者や消費者に対する各種媒体を通じた情報発信など住生活リテラシー向上に向けた取組を実施

• 実需に基づかない投機的取引の抑制に向け、都が関与する再開発等における対応や税制措置等に関する国への働きかけなど必要な対策を検討

※目標１・目標４に再掲

※目標８に再掲

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• インスペクションや住宅履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や価格

（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

• 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー向上の取組が必要

• 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させるシステムの構築にも取り組

む必要

• デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、プラットフォームやポータル

サイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

• 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決定される。

• 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、不動産の転売規制などの強

い介入は適切ではない。

• 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流通支援、所有する住宅の価

値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めることが重要

• 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている方々にいかに伝えられるかが

大事

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、住宅の質の見える化を推進

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、その抑制に向け、住宅価格の動向等も

注視し、対策を検討

民住部

民住部

民住部

民住部

住宅戦略担当

※目標１に再掲

「戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸
建て賃貸を普及させる取組が必要」について、戸建て賃貸・DIYの要素は入れ

られていない（目標１？目標２？）取組イメージ

野澤委員（ヒアリング）

不動産トラブル対応

目標２ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の整備



目標３ 子育てしやすい居住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心して

ニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、「今後10年間の施策展開の方

向性（案）」を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育てを社会全体で支える居住環境が整っており、子育て世帯が負担や不安を感じることなく、余暇や仕事に充実した日々を

過ごしている。

• 高齢者の誰もが、社会から孤立することなく人生100年時代を謳歌し、ライフスタイルにあった住まいへの円滑な住替えやリフォー

ムを実施しながら、自分らしくいきいきと健康に暮らしている。

• 都民の住まいの選択肢が充実することで、誰もが時々のライフスタイルや世帯属性に適した住まいを確保することができ、一人ひ

とりが地域社会の一員として自分らしく暮らし、活躍できる社会が実現している。

目指す2050年代の住生活の姿

23



• 夫婦と子供からなる世帯は約159万世帯。共働き世帯の割合は６割超と、子育て世帯のライフスタイルが大きく変化

• 夫婦と18歳未満の子供からなる世帯の約４割が70㎡未満の住宅に居住しており、子育てに適した広さの住宅の確保が課題

• 70㎡以上の住宅ストックは、持ち家が約210万戸存在する一方、借家は約34万戸にとどまっており、子育て世帯が希望する

広さの住宅を賃貸住宅で確保しにくい状況

• 住宅及び居住環境に関して子育てのために重要と思う項目の第１位は「広さや間取り」

• 乳幼児の日常生活における事故の約７割が住宅等で発生しており、住宅内における安全性への配慮が重要

• 保護者の約７割が子育てに関する悩みや不安を抱えており、不安や悩みの相談相手がいることで孤独感が低減するとの調査

結果も示されているため、地域における交流や支え合いの仕組みを通じて、孤立することなく安心して子育てができる住環境の

整備が重要

• 都は、安全・安心な子育てのための工夫が凝らされた住宅を認定する「東京こどもすくすく住宅認定制度」等により、子育てに適

した住宅の供給を推進

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

中間報告

中間報告

都の考え方

中間報告など

企画部会資料

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 子育て世帯が、多様化するニーズに応じて適切に住まいを選択できるよう、 様々な主体と

連携し、既存住宅ストック等を活用しながら、子育てに配慮した住宅供給を進める必要が

ある。

• 地域資源の活用や多様な主体との連携によるコミュニティ形成を進めることにより、地域全

体で子育てを支え、子育て世帯が安心して暮らすことができる住環境の実現を図る必要が

ある。また、地域性も加味した子育てしやすい住環境の形成を誘導することが必要である。

• 子育て支援の充実のため、福祉サービスや空き家施策等との分野横断的な連携を強化し

ていく必要がある。また、他分野と連動した取組や各主体における様々な取組が都民に分

かりやすく届くよう、情報発信の強化も必要である。

目標３ 子育てしやすい居住環境の実現

（１）現状
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←もう少し正確に書いた方がいいかも

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備



Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育て世帯が、多様化するニーズに応じて適切に住まいを選択できるよう、 様々な主体と連携し、既存住宅ストック等を活用し

ながら、子育てに配慮した住宅やアフォーダブルで良質な住宅の供給誘導を進める必要がある。

• 地域資源の活用や多様な主体との連携によるコミュニティ形成を進めることにより、地域全体で子育てを支え、子育て世帯が安

心して暮らすことができる居住環境の実現を図る必要がある。また、地域性も加味した子育てしやすい居住環境の形成を誘導

することが必要である。

• 地域にある公的施設や民間サービスを活用した子育て支援の充実のため、福祉やまちづくり等との分野横断的な連携を強化し

ていく必要がある。また、他分野と連動した取組や各主体における様々な取組が都民に分かりやすく届くよう、情報発信の強化

も必要である。

（レク参考）

答申（R3.11） 目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 「施策の方向性」

• 子育てに適した民間住宅の供給促進、公共住宅の建替え等に当たっての子育て支援施設の整備促進、近居や多世代同居の促進な

どにより、多様な世代によるコミュニティの中で、子供が健やかに育つことができ、子供を産み育てようと思えるような子育てしやすい環境を

充実していく必要がある。

現行住マス 目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 子育てに適した民間住宅の供給促進や、公共住宅の建替え等に当たっての子育て支援施設の整備促進のほか、ニーズに応じた近居等

の支援などにより、福祉サービス等とも連携を図りながら、多様な世代からなるコミュニティの中で、子供が健やかに育つことができるなど、子

供を産み育てようと思えるような子育てしやすい環境を充実させていきます。

目標３ 子育てしやすい居住環境の実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）
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• 空き家等を子育て世帯の多様なニーズに応じた住まいへ改修する取組への積極的な支援

• 東京こどもすくすく住宅認定制度を活用した様々なタイプの住宅供給と既存住宅の改修による子育て環境向上に向けた取組の推進

• 子育て世帯等が手頃な家賃で安心して住むことができる「アフォーダブル住宅」の供給誘導

• まちづくりと連携した地域ごとの魅力や特徴を活かした子育てしやすい住環境の誘導

• 住宅事業者等が実施する子育て世帯のコミュニティ形成などに資する様々な取組事例の発信

• 地域の既存施設の活用や多様な主体と連携した継続性のあるコミュニティ形成

• 公共住宅における、子育て世帯と親族の近居の支援

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 民間事業者や東京都住宅供給公社等と連携しながら、様々なタイプの住宅供給が必要

• 東京こどもすくすく住宅の普及拡大を図るとともに、既存改修（戸建住宅）を増やしていくには耐震改修を含めた支援について一層の情報提供

が重要

• 空き家や既存ストックの活用を本格的に推進していくことが重要。（略）耐震化を前提としつつ、改修に対する積極的な支援や、空き家施策な

どとの連携が必要（耐震化、断熱改修、ＤＩＹ型賃貸、中古住宅のリノベーションなど）。また、安心して中古住宅を選択できるよう、専門家と

連携できる環境が必要

• 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズに合わせた改修を支援すること

により、空き家の増加抑制・既存住宅の流通促進につなげていくことが考えられる。

• アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を誘導していくべきではないか。

• 各主体が様々な取組をしており子育てやコミュニティ形成に資する良い取組事例を横展開する視点も重要

• 既存の地域資源やプレイヤーをつなぎあわせることにより、取組の継続性が期待できる。既成市街地においては、近所の空き家、地域の公共ス

ペースなどの活用や、地元に詳しい不動産事業者や工務店、ＮＰＯ等との連携する等の工夫も有効

• 子育てする上での地域ごとの魅力や特徴を示すことにより、区市町村や住宅事業者など様々な主体と連携して、地域性も加味した、子育てしや

すい住環境の形成を誘導していくことができるのではないか。

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 高齢者や子育て世帯、外国人等が、それぞれのニーズに応じて住まいを選択できるよう、公的住宅の活用のみならず、民間住宅市場における多

様な受け皿を拡大

取組イメージ作成の手順
① 元の施策イメージが紐づく意見まとめor都の考え方or８月

本審意見or10月企画部会（藤井・井上含む）を確認
② 元の施策イメージの記載と意見のまとめ／都の考え方資料

を比較し、言いすぎている部分は削除
③ 本審と企画部会の意見ベースのものは②に合わせるよう頑

張ってみる（そもそも意見を拾えているかのcheckが必要）

取組イメージ
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• 2035（令和17）年には、団塊世代※が85歳を超え、団塊ジュニア世代※が60歳を超えるなど、今後都内の高齢者は増加見
込みであり、特に単身高齢者が大幅に増加見込み。介護のニーズや日常の安否確認等のサービスに対するニーズが更に高まる
ことが見込まれる。

• 一方、現在高齢者の約８割は要介護（要支援）認定を受けていない自立した高齢者であり、住み慣れた地域で健康に暮ら
し続けられる居住環境の整備も重要

• 持ち家では、65歳以上の夫婦のみ世帯の約35％が100㎡以上の住宅に居住し、単身世帯の約55％が70㎡以上の住宅に

居住。賃貸住宅では、65歳以上の夫婦のみ世帯の約20％が70㎡以上の住宅に、単身世帯の約20％が50㎡以上の住宅に

居住しており、高齢者が比較的広い住宅ストックを保有・利用している状況

• 単身高齢者は他の世代と比べて会話頻度が低い傾向にあり、会話頻度が低い者ほど孤独を感じやすく、抑うつ傾向も高くなるた

め、高齢者が地域とのつながりを持ちながら安心して暮らせる環境づくりが重要

• 高齢者が現在の地域で住み続けるために必要なものとして、「かかりつけ医等健康面での受け皿」や「近所の人との支え合い」が

高い割合を占めており、住まいや地域に求める環境としては、「医療・介護サービスを受けやすいこと」や「移動や買い物の利便性」

を重視

• 住宅面では、「高齢者への配慮（段差がない等）」への不満が最も高く、「収納の使い勝手」や「断熱性」も課題。また、高齢者

の事故の６割以上が住戸内で発生しており、住宅のバリアフリー化や性能向上が必要

• ニーズに応じた住宅への住替えについて、現在、意向がある高齢者は４割いるが、実際に住替えを行った者は１割未満

Ⅲ 具体的な施策の方向

住宅事情

中間報告

中間報告

住宅事情

住宅事情

住宅事情

セーフティ？

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 地域において、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な

住まいの選択肢を充実させるとともに、地域福祉等とも連携しながら、

高齢者が住まいにおいて日常生活へのサポートなどが適切に受けら

れる環境の整備が必要である。

• 高齢者向けの住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活

用を図るとともに、高齢になって自宅に住み続ける場合のバリアフリー

改修やヒートショック対策も必要である。

• 自立した高齢者の住替えを進める上では、新たな住まい方のメリット

等について発信していく必要がある。また、公的機関が関与する住

替えの仕組みなど、高齢者が安心して住替えられる環境の整備が

必要である。

目標４ 高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

（１）現状

R5住調 用語の解説
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世帯と人口の使い分け要確認
介護ニーズ等の高まりの話は、現行住マスより（P59）。

• 今後、単身高齢世帯が大幅に増加する見込み。また、高齢者の約８割は要介護（要支援）認定を受けていない自立した高齢
者であり、住み慣れた地域で健康に暮らし続けられる住環境の整備が重要

松本委員（再掲）
元気で自立する高齢者が多いとあるが、今後10年間で超高齢者が増え
ることを踏まえる必要がある。方向性では「日常生活へのサポートを
適切に受けられる環境の整備」とあるが、介護、ケアを受ける必要が
ある人が多くなっていることを踏まえて書いていくべき。
→方向性の頭に、元気で自立~介護を要する状態になっても、と記載
はされているものの、介護を要する場合の記載は薄い印象。目標４と
目標６の棲み分けの整理を踏まえてだが、「高齢期の暮らしを支え
る」という整理をするのであれば、介護、ケアの必要性についても
しっかり記載するべき。
→現状に、介護ニーズ等の増加見込みについて追記。施策展開の方向
性については追記せず（１パラ内で読む）、施策イメージで介護・ケ
アが必要な高齢者への対応について記載する（福祉と要調整）

松本委員
元気で自立する高齢者が多いとあるが、今後10年間で超高齢者が増えることを
踏まえる必要がある。介護、ケアを受ける必要がある人が多くなっていることを
踏まえて書いていくべき。
田島委員
賃貸住宅に住んでいる団塊ジュニア世代の居住者が多いが、計画期間の中でその
人たちが高齢者になっていくというリアリティが含まれるとよい。
→現状に、介護ニーズ等の増加見込みについて記載。施策イメージで、介護・ケ
アが必要な高齢者への施策について記載予定

田島委員
都は全国の中で賃貸住宅に住んでいる人が多い。団塊ジュニア世代の
居住者が多いが、計画期間の中でその人たちが高齢者になっていくん
だというリアリティが含まれるとよい。賃貸住宅に住んでいる層が高
齢者なったときに支えていくという仕組み・施策が必要
→現状や方向性での滲み出しができるのか。施策の具体イメージがあ
るのか。要検討

※団塊世代…1947～1949（昭和22～24）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう
※団塊ジュニア世代…1971～1974（昭和46～49）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう 松本委員

自立した方が多いと書かれているが、今後10年で、今80歳近い団塊世代の方が90歳近くになる。割合だけでは

なく、数の上で要介護の方が非常に多くなっていくことが予測されている。85歳、90歳以上の超高齢者の方が数

の上で非常に増えてくるということを踏まえる必要があるのではないか。

その中で、施策展開の方向性（案）の２つ目のポツのところで、「日常生活へのサポートなどが適切に受けられる

環境」と書かれているが、さらに超高齢者が増えるということを考えますと、日常生活だけではなくて、介護等もちゃ

んと受けられるということも非常に重要 ※上記意見を踏まえ、次ページも修正

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備

https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2023/pdf/yougo.pdf


Ⅲ 具体的な施策の方向

• 地域において、元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせるよう見守りやコミュニティ形成にも配慮された住宅や、介護を要する

状態になっても安心して暮らし続けることができるサービス付きの住まいなど、高齢者の生活スタイルや要介護度等に応じた多様

な住まいの選択肢の充実が必要である。

• 地域福祉等とも連携しながら、高齢者が日常生活へのサポートや医療・介護サービス等を適切に受けられる環境の整備が必要

である。ＩＣＴ等を活用した見守りについては、孤独死防止に限らず、高齢者の支援者のサポートのための活用が必要である。

• 高齢者向け住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活用を図るとともに、自宅に住み続ける場合のバリアフリー改修

やヒートショック対策も必要である。

• 自立した高齢者の住替えを進める上では、新たな住まい方のメリット等について発信していく必要がある。また、公的機関が関与

し、 高齢者が安心して住替えを進められる環境の整備が必要である。

左記の意見まとめに関連する住マス記載施策内容（案）

SN30．

• 元気で自立した高齢者の住まいの選択肢の充実に向け、見守りや防犯対策などの安全・

安心機能を備え、入居者同士や地域とのコミュニティ形成にも配慮された高齢者いきいき

住宅の普及を促進します。【新規】R８開始

• 高齢者の孤立防止・空き室の活用・若者の住居費負担の軽減を同時に実現し、世代間

共助（近助）の住まい方を東京に定着させていきます。【新規】R９開始予定

• 公社住宅の建替えに当たって、その一部を高齢者が比較的低廉な負担で住み続けられ、

バリアフリーや見守りにも配慮された高齢者向け住宅「JKKシニア住宅」として整備します。

【更新】

• 公社住宅の建替えに当たって、その一部を高齢者が比較的低廉な負担で住み続けられ、

バリアフリーや見守りにも配慮された高齢者向け住宅「JKKシニア住宅」として整備します。

• 都市開発諸制度を活用する都市開発の機会を捉え、高齢者福祉施設の整備を促進しま

す。【継続】

SN34．

• 高齢者の円滑な住み替えを支援するため、民間事業者の取組や、区市町村、居住支援

協議会と連携した取組について、普及啓発を図ります。【】

• 公社住宅において、世代間で助け合いながら安心して暮らせるよう、高齢者世帯の親族が

近くに住む近居支援制度の充実を図ります。さらに、ライフスタイルの変化に合わせて、長く

公社住宅に居住する高齢者がより低廉な住宅へ円滑に住み替えできるよう支援する「長

期居住高齢者向け住みかえ登録制度」やあき家先着順募集における「高齢者等優先申

込制度」の活用等により高齢者の居住の安定を図ります。

SN37．

• 高齢者が元気で自ら判断できるうちに住まいを円滑に次の世代へ引き継ぐための準備を行

う、いわゆる「住まいの終活」などを支援するため、法律や建築等の専門家や福祉サービス

等を提供する企業やＮＰＯ等と連携した取組を進めます。空き家予備軍の持ち家の空き

家化を防ぎ、市場に流通させる後押しを徹底するため、住み替えや持ち家活用等の住まい

の悩み事を抱える方をフルサポートする相談体制を構築します。

SN38．

• 所管回答では該当なし（上記のSN37に係る施策内容で対応？）

【中間報告意見まとめから施策展開の方向性に係ると思われる意見まとめを抜粋】

SN30．地域において、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な住まいの選択肢

の充実を図るべきである。元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせるよう、見守りやコミュニ

ティ形成にも配慮された住宅や、介護を要する状態になっても安心して暮らし続けることがで

きるサービス付きの住まいなど、ニーズに応じた住環境の整備を進めるべき

SN31.併せて、地域福祉等とも連携しながら、高齢者が住まいにおいて日常生活へのサ

ポートなどが適切に受けられる環境の整備が必要。ＩＣＴによる見守りについては「孤独死

防止」に限らず、高齢者の支援者のサポートのための活用も後押しすべき。

SN32.高齢者向け住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活用を図るとともに、

自宅に住み続ける場合のバリアフリー改修やヒートショック対策も重要

SN34．高齢者が元気なうちに自らの意思で住み替えることができるよう検討すべき

SN35.自立した高齢者の住替えを進める上では、Well-Beingの拡大など新たな住まい方

のメリット等について発信して訴求力を高めていくべき。

SN37．公的機関が関与する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境

を整備するべき

SN38．メリットやリスクを理解した上で、自身の資産を活用して、高齢期の暮らしを充実さ

せるべき

（レク参考）

答申（R3.11） 目標５ 高齢者の居住の安定 「施策の方向性」

• 高齢者が、住み慣れた地域において多様な世代によるコミュニティの中で安心して住み続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構

築に向け、バリアフリー化され生活支援サービスを備えるなど高齢者のニーズに応じた住宅の供給を、地域の実情を踏まえ、各地で促進す

る必要がある。また、公共住宅において、建替え等に当たっての高齢者福祉施設等の整備促進、安否確認や見守り、地域の交流の場

となる居場所づくりなどを進める必要がある。さらに、高齢者向け住宅等への円滑な転居、近居や多世代同居を容易にする環境整備など

を進める必要がある。

現行住マス 目標５ 高齢者の居住の安定 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 地域包括ケアシステムのもと、高齢者が、住み慣れた地域において多様な世代からなるコミュニティの中で安心して住み続けることができる

よう、バリアフリー化され生活支援サービスを備えるなど、高齢者のニーズに応じた住宅の供給を促進していきます。

• 公共住宅において、建替え等に併せた高齢者福祉施設等の整備のほか、安否確認や見守り、地域の交流の場となる居場所づくりなどを

進めます。また、高齢者向け住宅等への円滑な転居、親世帯と子世帯の近居等を容易にする環境整備などを進めていきます

目標４ 高齢者が安心して暮らせる居住環境の実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）
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松本委員（再掲）
元気で自立する高齢者が多いとあるが、今後10年間で超高齢者が増え
ることを踏まえる必要がある。方向性では「日常生活へのサポートを
適切に受けられる環境の整備」とあるが、介護、ケアを受ける必要が
ある人が多くなっていることを踏まえて書いていくべき。
→方向性の頭に、元気で自立~介護を要する状態になっても、と記載
はされているものの、介護を要する場合の記載は薄い印象。目標４と
目標６の棲み分けの整理を踏まえてだが、「高齢期の暮らしを支え
る」という整理をするのであれば、介護、ケアの必要性についても
しっかり記載するべき。
→現状に、介護ニーズ等の増加見込みについて追記。施策展開の方向
性については追記せず（１パラ内で読む）、施策イメージで介護・ケ
アが必要な高齢者への対応について記載する（福祉と要調整）

田島委員（再掲）
高齢者の住まいの問題と、戦略１の空き家予備軍への対応はつながる話。高齢者は住替
えの意向があっても実際には住み替えていない、ということなので、住み替えを希望す
る所有者を支援していく＝空き家予備軍対策、ということをもう少し踏み込んで記載で
きるとよい。
→具体の施策イメージは目標１と再掲になるかと思う。施策展開の方向性（４ポツ）に
ついて、もう少し空き家予備軍対策の要素を含めるか？
→空き家予備軍の施策イメージにある「住替えや持ち家活用等をサポートする相談体制
の構築」を踏まえた記載としている。

1019担当メモ
三ッ石委員の指摘踏まえ、目標を修正
⇔方向性の１パラで、「いきいきと暮らせるよう」は「元気で自立した高齢者」
に関する記載となっているため、高齢期全体の記載として「いきいきと」という
表現を使うことが適切か、要検討

セーフティネット意見のまとめ

公的機関が関与する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境の整備が必要。

（齊藤委員）高齢者が元気なうちに、自分たちの意思で住み替えることが重要であり、そのためには、
福祉と連携した丁寧な相談の支援体制が必要。

（井上委員）早めの住替えを希望する人は一定割合いるものの、どこに住み替えるかを決める段階で
の相談機能がほとんどない状況。住替え先の選択は、高齢者が最も悩む部分であるため、公的に相
談機能を整備する必要がある。

（田島委員）リースバックやリバースモーゲージなど住宅を資金化する選択肢は、騙されないよう判断
する力が必要であり、ハードルが高い。住宅版ケアマネージャーのような支援機能や、安心できる事業
者を都が紹介する仕組みが重要。

• 自立した高齢者の住替えを進める上では、新たな住まい方のメリット等につい

て発信していく必要がある。また、公的機関が関与する住替えの仕組みなど、

高齢者が安心して住み替えられる環境の整備が必要である。

1019担当メモ
住み替えられる環境の整備→「住替えを進められる環境の整備」等でも良いかも？

田島委員
高齢者の住まいの問題と、戦略１の空き家予備軍への対応はつながる話。住み替
えを希望する所有者を支援していく＝空き家予備軍対策、ということをもう少し
踏み込んで記載できるとよい
→空き家予備軍対策（目標１の施策イメージ）とリンクするように４ポツの記載
を修正

取組イメージ

• 見守りやコミュニティ形成にも配慮された住宅の普及促進

• 高齢者の住まいのバリアフリー改修やヒートショック対策の推進

• 住まい探しから入居後のサポートまで切れ目なく支える仕組みの整備

• 高齢者が若者などと多世代交流ができる仕掛けや、居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくり

• 高齢者が住替え先や持ち家の活用方法等を検討する際に、公的機関が関与する情報提供の仕組み・相談機能の整備

• 自立した高齢者の住替えを進める上で、Well-Beingの拡大など新たな住まい方のメリット等について発信

松本委員

井上委員（ヒアリング）
「公的機関が関与する住替えの仕組み」というより、情報提供の仕組みが適切ではないか。民間で実施すると利益誘導になってしまい、
高齢者が相談に行きづらいが、行政とタイアップした相談会等だと、商品に誘導されないという安心感があり、相談にも行きやすい。

田島委員

高齢者の住替えと空き家予備軍の話は非常につながるところ。住替えを希望しており、家

を誰かに引き渡したいと思っている高齢者について、積極的にサポートするということを、もう

一つ踏み込んで書いていただけるとよい。

井上委員（ヒアリング）

「公的機関が関与する住替えの仕組み」というより、情報提供の仕組みが適切ではないか。

民間で実施すると利益誘導になってしまい、高齢者が相談に行きづらいが、行政とタイアッ

プした相談会等だと、商品に誘導されないという安心感があり、相談にも行きやすい。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備



• 都では、世帯構成が多様化しており、世帯数は2035年頃まで増加すると見込まれる一方、一世帯当たりの人員は減少を続け

ており、単身世帯が大きな割合を占める状況

• 少子高齢化の進展に加え、共働き世帯の増加やライフスタイルの多様化、外国人人口の増加など、都民を取り巻く環境は大きく

変化

• 都心においては、日本経済の中枢機能を担う国際ビジネス交流ゾーンが存在しており、多摩地域においては、鉄道ネットワークの

高い結節性をもつ中核的な拠点等を中心に商業・業務機能が立地するとともに、豊かな住環境を有する住宅地や緑が広がるな

ど、都内でも地域ごとに特性が異なっている。

Ⅲ 具体的な施策の方向

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 子育て世帯や高齢者をはじめ、外国人、若者、障害者等、東京に居住する全ての人

が、それぞれのニーズに応じた住まいを（過度な負担なく安心して）確保できるよう、

既存住宅ストックを最大限活用し、住まいの選択肢を充実させていく必要がある。

• 共生社会の実現に向け、多様化する居住実態を丁寧に把握した上で、様々な主体

と連携し、交流や相互理解を促進するための取組や、自治会やマンションの管理組合

等の担い手を含めた体制づくりを進める必要がある。

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

（１）現状
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戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備



Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育て世帯や高齢者、若者、障害者等東京に居住する全ての人が、それぞれのニーズに応じた住まいを確保できるよう、既存

住宅ストックを最大限活用し、住まいの選択肢を充実させていく必要がある。

• 都心や多摩、島しょ等都内には多様な地域特性があり、地域の強みを生かしながら、人口や世帯構造、住宅ストック、移動手

段などの変化を的確にとらえ、多様な世代が安心・快適に住み続けることができる居住環境を実現していく必要がある。

• 外国人との秩序ある共生社会の実現に向け、様々な主体と連携し、居住の状況等も踏まえながら、生活習慣等の違いや制度

に関する情報提供など相互理解を促進するための取組等を早い段階から進める必要がある。

【東京に居住する外国人との共生】

12. 在留資格や国籍、家族構成等が多様化し、課題も異なる中においては、外国人を一括りにせず、
実態を丁寧に把握することが重要

13. 外国人の増加や多国籍化が進む中、生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の
主な要因となっていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や継続的なフォローが
必要

14. 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促
進する取組を進めていくことが重要

15. 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を
含めた体制づくりなど実効性のある取組が不可欠

【非居住の外国人が所有するマンション管理の適正化】

16. 区分所有者に外国人が増加する中、所有者が国内外のいずれに所在するかを問わず、管理組合
と連絡・協力関係が築ける仕組みを整えることが、マンション管理の適正化に向けて重要

17. 非居住者による物件取得には将来的な管理費・修繕積立金の未納等のリスクが指摘されており、
管理適正化の観点から一定のルールや制度的な対応のあり方を検討する必要

18. 国内管理人制度については、海外居住の区分所有者との連絡など、管理組合の運営を円滑にす
る効果が期待される一方、誰を国内管理人とするのが適切かといった点が明確に示されていないな
ど、今後、制度が効果的に機能するよう対応していく必要

目標５ 都民のライフステージ・ライフスタイルに応じた多様な住まいの実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

地域性の要素を入れる
（案）
多摩・島しょの暮らし（新たな価値）
二地域居住／移住定住
モビリティ
→三定委員会質疑（松岡都議）をベースに、まちづくりの意見のまとめ、
R7本審②の野澤先生のご意見を踏まえて作文

、どのような地域にどのような住宅政策が必要なのかについて、立地の観点から
（Ｒ７本審②野澤）

住宅まちづくり

1. 住宅の立地や住環境をどうしていくのかを考え、まちづくりと一体となって取り組むことが重要。その際、
今後の人口減少や災害リスクなども踏まえ、都市政策の上位計画において、考え方等を位置付ける
ことも必要

2. ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異な
る。区市町村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点か
ら示すことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる
体制の構築が必要

3. 郊外の戸建住宅団地について、高齢化や空き家の増加などの課題があることから、今後のあり方につ
いて検討が必要。その際、利便性等の客観的指標だけではなく、地域住民の主体的な活動状況等
も考慮すべき。

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考える必要が
ある。

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を一体的に
デザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住民同士のコミュニケー
ションにより、地域力の強化にもつながる。

6. 今後、駐車場需要の減少が見込まれるため、空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづ
くりと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備
や、高齢化社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

ＡＩ・ＤＸ

1. 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用し
た見守りサービスの普及促進に向けた検討が必要

2. デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、
プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

3. ＡＩの活用やＤＸの推進は重要である一方で、建築分野では当面ＡＩに代替できない現場人材が
不足しているため、人材の確保も重要
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• 地域性を踏まえながら、公的住宅や民間住宅市場における空き家等を活用し、住まいの選択肢を充実

• 住宅情報や支援情報等、ニーズに応じた住生活の実現に資する様々な情報を分かりやすく発信

• 次世代モビリティの実装や駐車場配置の適正化など、まちづくりと連携して歩行空間の豊かさや生活利便性の向上を図り、子育て世帯や高齢者など
多様な世代が暮らしやすい住環境を形成

• 地域や団体等と連携しながら、外国人に対する契約時や入居前後の丁寧な情報提供、入居後の継続的なフォロー等を実施

施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の主な要因となっていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や

継続的なフォローが必要

• 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促進する取組を進めていくことが重要

• 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を含めた体制づくりなど実効性のある取組が

不可欠

• ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異なる。区市町村が都市計画マスタープラ

ン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点から示すことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で

意見交換・協議できる体制の構築が必要

• 空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづくりと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやす

い住環境整備や、高齢化社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

• デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、プラットフォームやポータルサイト等

を通じて分かりやすく発信していくことが重要（再掲）

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 高齢者や子育て世帯、外国人等が、それぞれのニーズに応じて住まいを選択できるよう、公的住宅の活用のみならず、民間住宅市場にお

ける多様な受け皿を拡大（再掲）

• 次世代モビリティの実装等により、住宅団地から鉄道駅や生活を支える施設へのアクセス性を向上

取組イメージ

藤井委員

藤井委員（ヒアリング）

外国人の問題について、前面に出しづらいのは理解するが、だいぶ要素として薄まった印象

を受ける。居住するための外国人のために環境を整備するということではなく、外国人の増

加によって住環境が悪化する可能性があることから、入ってくる段階での対策が必要になる。

今から良い関係性を作っていかないと手遅れになってしまうということが打ち出せるとよい。

増加しきってからでは対応が困難であるため、出だしが肝心。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住生活を実現できる環境の整備



目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と

公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、「今後10年間の施策展開の方

向性（案）」を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 障害者やひとり親世帯、低所得者等住宅の確保に配慮を要する都民が、公的住宅や民間住宅等に住まいが確保され、広く

普及した居住支援により、安心して暮らしている。

• 都営住宅などの公的住宅団地が緑地や広場、コミュニティ活動等を介して地域に溶け込み、地域の交流や支え合いを育む拠

点となっている。

目指す2050年代の住生活の姿

民住部意見
ＳＮや協議会パンフでは要配慮者の例示
として高齢者・低額所得者・子育て世
帯・障害者・被災者を挙げているところ、
高齢・子育ては別に項目立てしているか
ら除外するにしても「障害者やひとり
親」よりは「低額所得者・ひとり親」の
方がよいのでは。
→対応しない
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• 都内には約51万戸の公的住宅ストックが存在し、このうち約25万戸を占める都営住宅は住宅セーフティネットの中核的役割

• 都営住宅では居住者の高齢化や単身化が進展しており、名義人が65歳以上の世帯は約７割を占め、高齢単身世帯やひとり

親世帯の割合も都内平均を上回る。

• 都営住宅ストックの適切な維持更新や団地管理の担い手確保が課題

• 公社住宅は約７万戸存在し、中堅所得者向けの住宅として多様な世帯向けの住宅を提供

• 住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、「東京ささエール住宅」の供給や居住支援法人、居住支援協議会等による支援

体制の充実が進展

• 改正住宅セーフティネット法の施行にあわせて、居住支援法人等が大家と連携し、安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎ

等の入居中サポートを行う賃貸住宅（居住サポート住宅）の認定制度を開始。居住サポート住宅の拡大に向けた普及促進が

必要

• 都内の世帯のうち、民営借家に居住する世帯は、世帯総数の約４割。65歳以上の世帯員のいる世帯では約２割が民営借

家に居住しており、高齢者の４人に１人以上が、「年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否」を経験

• 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は孤独死などへの不安から拒否感を有しており、入居物件においては、

「近隣住民とのトラブル」、「家賃滞納」、「残置物の処分」などで苦慮

• 大家が高齢者等の入居に際して求める支援策として、「定期的な見守り・安否確認」が最も多く挙げられ、高齢者の居住の安

定に向けては、住宅施策と福祉施策等が連携した見守りや居住支援の充実が必要

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積

極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための施策等を実施することにより、

住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供

給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能を果たすことが必要である。

• 公社住宅は、立地やストックの特性を生かし、地域の住宅市場の実情や入居ニー

ズを踏まえつつ、東京都と連携してアフォーダブルな住宅としての機能を一部担うこと

が必要である。

• 東京ささエール住宅等は、居住支援法人等との連携を強化するなどにより、貸主の

リスクを軽減させることで空き家・空き室等の活用することで供給を促進することが必

要である。

• 居住支援は、住宅の提供に限らず、「家族機能」の代替としての「気づき」と「つな

ぎ」、そして切れ目のない伴走型支援を中核において取り組むことが必要である。

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

貸主の高齢者入居に対するアンケート調査

住宅事情

住宅事情

目標４高齢者から持ってきた

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

（１）現状 展開時

• 都内には約51万戸の公的住宅ストックが存在し、このうち約25万戸を占める都営住宅は住宅セーフティネットの中核的役割

• 都営住宅では居住者の高齢化や単身化が進展しており、名義人が65歳以上の世帯は約７割を占め、単身高齢者世帯やひと

り親世帯の割合も都内平均を上回る

• 都営住宅ストックの適切な維持更新や団地管理の担い手確保が課題

• 公的住宅が引き続き住宅セーフティネットの中核として機能を果たすとともに、民間賃貸住宅や居住支援の取組との連携を強化

し、重層的な住宅セーフティネットの更なる充実を図る必要

• 住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、「東京ささエール住宅」の供給促進や居住支援法人、居住支援協議会等による

支援体制の充実が進展

• 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感

• 大家が高齢者等の入居に際して求める支援策として、「定期的な見守り・安否確認」が最も多く挙げられ、高齢者の居住の安

定に向けては、住宅施策と福祉施策等が連携した見守りや居住支援の充実が必要

住宅事情

都の考え方

住宅事情
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大月部会長
改正SN法に基づく居住サポート住宅の推進が必要であるということに
ついて、国の目標と現状が乖離していること（課題感）も踏まえて記
載してほしい。
→安心課？企画？

1019担当メモ
現状に都の取組をどこまで記載するか。課題感をどう表現するか。
ここで東京ささエール住宅や居住サポート住宅など取組（事業）について記載する場
合、他の目標について記載しなくてよいか。（すくすく、とどまる、いきいき等）

1019担当メモ
上記は国勢調査（R7）の結果から記載。面積図
と数値がずれるため、住調の数値にする？
住調の記載をする場合は約40％と約18％

田島委員
都は全国の中で賃貸住宅に住んでいる人が多い。団塊ジュニア世代の
居住者が多いが、計画期間の中でその人たちが高齢者になっていくん
だというリアリティが含まれるとよい。賃貸住宅に住んでいる層が高
齢者なったときに支えていくという仕組み・施策が必要
→現状や方向性での滲み出しができるのか。施策の具体イメージがあ
るのか。要検討

※高齢期の暮らしを支える住宅…サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング、居住サポート住宅、有料法人ホーム等

必要性に係る記載のため削除（次ページで読める）

1021担当メモ。民住部から以下の意見があり修正。
有識者から、大家が高齢者の入居に当たって「孤独死」を不安に思う割合（71.6％）
に比べ、実際に困ったこととして「孤独死」を挙げた割合（12.8％）は大きく低いこ
とを示す資料が紹介された。
こうした点も踏まえると、「孤独死後の残置物の処分」と記載することで、貸主が抱
く孤独死への不安が、そのまま現実に生じている課題であるかのように受け取られる
可能性もあるため、ここではよりニュートラルに「残置物の処分」とするのがよい

大月部会長
居住サポート住宅について、いずれ国では10万戸と言っている中でまだ全国で350戸しかな

い。「居住サポート住宅の推進が課題である」ということをぜひ入れていただきたい。

（ほかの施策住宅（すくすくやとどまる）の状況を現状に入れるかどうか検討）

田島委員

都は全国の中で賃貸住宅に住んでいる人が多い。賃貸住宅に住

んでいる層が高齢者となったときに支えていく仕組み・施策が必要



Ⅲ 具体的な施策の方向

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公的住宅の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用する

ための施策等を実施することにより、障害者やひとり親世帯、低所得者等を含む住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居

住の確保を図ることが必要である。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核とし

ての機能を果たすことが必要である。

• 公的住宅を良質なストックとして維持・更新していくため、地域の特性、老朽化の度合い、新たな居住ニーズ等を勘案しながら、

建替えや長寿命化等の改修を実施することが必要である。

• 公社住宅は、中堅所得のファミリー世帯をはじめとして、高齢者世帯などの多様なニーズに応え、民間賃貸住宅市場を補完す

るとともに、高齢者世帯、障害者世帯、子育て・ひとり親世帯など、住宅の確保に配慮を要する世帯の入居機会を確保するな

ど住宅セーフティネット機能の一翼を担うことが必要である。また、立地やストックの特性をいかし、地域の住宅市場の実情や入居

ニーズを踏まえつつ、東京都と連携してアフォーダブルな住宅としての機能を一部担うことが必要である。

• 東京ささエール住宅等は、居住支援法人等との連携を強化するなどにより、貸主のリスク軽減を図りながら、空き家・空き室等の

既存ストックを活用した供給を促進することが必要である。

• 居住支援は、住宅の提供に限らず、入居中における見守り等による「気づき」と福祉サービスへの「つなぎ」など、切れ目のない伴

走型の支援に取り組むことが必要である。

• 住民に身近な区市町村や区市町村居住支援協議会において、住宅確保要配慮者の居住支援ニーズを把握するとともに、

住まいに必要な情報や支援が提供できる持続可能で実働的な体制が必要である。

（レク参考）

答申（R3.11） 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 「施策の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための

施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• そのため、引き続き低額所得者向けの都営住宅について、住宅に困窮する都民に的確に供給しその機能を十分に発揮させることに加え、

主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅について、今後は、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、

現在のストックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていくべきである。また、要配慮者の入居を

拒まない住宅や要配慮者専用の住宅である東京ささエール住宅、要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要

配慮者への居住支援を担う関係者が集う居住支援協議会などの枠組みを活用した取組を促進する施策が求められている。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、最後のセーフティネットである生活保護

制度や、第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援法等の生活・就労支援制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット

機能を強化していくことが必要である。

現行住マス 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策

等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図っていきます。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能

を果たしていきます。

• 主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、現在のス

トックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていきます。

• 東京ささエール住宅は、住宅セーフティネット制度の普及啓発や貸主の不安軽減策等を効果的に実施することで供給を促進していくとと

もに、より住宅確保要配慮者の居住の安定に資する専用住宅の一層の供給促進に向けて取り組んでいきます。

• 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要配慮者への居住支援を担う関係者が

• 集う居住支援協議会などの枠組みを活用した居住支援の取組を促進していきます。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、生活保護や生活困窮者自立支援法

等に基づく生活・就労支援などの社会保障制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット機能を強化していきます。

中間報告_P34 重層的な住宅セーフティネット

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

川村先生の意見を10月30日に向けて追加検討

魅力度向上の取組を見据え、長寿命化等の改修
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松本委員
高齢者は住宅確保要配慮者に含まれるが、60歳、65歳の人で経済力が
あっても、民間賃貸住宅への入居に非常に苦労する人が身近にもいる。
住宅問題として重要な点なので、整理を工夫していただきたい。また、
孤独死は高齢者だけでなく、50代など、より若い世代でも起きている
と聞いている。こうしたことも含め、貸主が安心して貸せ、借りる側
も円滑に借りられる環境をつくることが重要である。
→これはセーフティネット（目標６）で整理という認識。目標６はあ
まり施策展開の方向性において具体の記載がないので、全体的に整理
が必要？

田島委員
都は全国の中で賃貸住宅に住んでいる人が多い。団塊ジュニア世代の
居住者が多いが、計画期間の中でその人たちが高齢者になっていくん
だというリアリティが含まれるとよい。賃貸住宅に住んでいる層が高
齢者なったときに支えていくという仕組み・施策が必要
→現状や方向性での滲み出しができるのか。施策の具体イメージがあ
るのか。要検討

井上委員（ヒアリング）
この言葉は、知っている人は居住サポート住宅を思い浮かべると思うが、居住サ
ポート住宅のことは記載されていないので、別の言葉で表現した方が良い。
→居住サポート 支援

井上委員（ヒアリング）

この言葉は、知っている人は居住サポート住宅を思い浮かべると思うが、居住サポート住

宅のことは記載されていないので、別の言葉で表現した方が良い。

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）



Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
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（公的住宅の的確な供給）

• 都営住宅は、安全性・実用性を維持しつつ、世帯構成や生活様式の変化に応じた間取り・設備更新や長期活用を推進

• 自治会活動の維持に向けて、自治会の担う管理の範囲や外部組織人材の活用を検討

• 公社住宅と都営住宅を連携して建て替えるなど、公的住宅全体を俯瞰した効率的な更新を推進

• 入居者が必要な支援が受けられるよう住宅部門と福祉部門の連携を推進

• 既存ストックを有効活用する観点から、応募がない住戸を目的外使用で活用するなどの柔軟な取組を推進

• 気候変動を踏まえ、都営住宅の断熱性能向上や通風確保の取組を実施

（民間住宅ストックの活用促進）

• 空き家・空き室等の既存ストックを活用し、東京ささエール住宅や居住サポート住宅等の提供に取り組む貸主を支援

• 東京ささエール住宅等の確保を図る上で、一定の居住水準等に配慮しつつ、様々な民間賃貸住宅が東京ささエール住宅等として供給されるよう面積
基準等の緩和を検討

• 入居中の日常生活へのサポート・支援の提供や、残置物など入居後に起こりうる課題に総合的に対処し、家主へ安心感を付与する取組を推進

（居住支援を支える担い手・ネットワーク形成）

• 住宅相談の窓口を起点に、初期対応を連携して実施し、居住支援法人等が伴走支援しながら、関係する福祉などの支援制度につなげる仕組みを
構築

• 住宅確保要配慮者のニーズに応じた居住サポートに取り組む居住支援法人等の活動を支援し、貸主と居住支援法人等との連携を推進

• 区市町村や区市町村居住支援協議会とも連携して、住まい探しから入居後のサポートまで切れ目なく支える仕組みを整備

• 区市町村居住支援協議会の設立促進や各区市町村居住支援協議会の連携体制の構築に向けた支援を実施

• 区市町村や区市町村居住支援協議会において、要配慮者の居住支援ニーズを把握するとともに、住まいに必要な情報や支援を提供する体制構築

• 居住支援協議会の枠組み等を通じて、空き家施策や生活困窮者自立支援事業、高齢者等終身サポート事業等の多様な分野との連携を図りなが
ら、住宅確保要配慮者への情報提供体制を構築

取組イメージ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築
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戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

（１）現状

• 都営住宅の建替え等により創出される用地を活用し、福祉、商業、医療などの生活機能を整備

• 都営住宅の集会所等を活用し、子供、子育て世帯、高齢者など様々な人々が集い、地域の交流活動の場となる「東京みんな

でサロン」を、105箇所展開（2025（令和７）年度末）

• 公社住宅において、子育て世帯や高齢者への入居支援策を展開するとともに、地域と連携した居場所づくりや住民交流のきっ

かけづくりを展開

• ＵＲ賃貸住宅において、子育て世帯も気軽に立ち寄れる居場所の創出やミクストコミュニティの形成、多文化共生への取組を

展開

展開時点なし

都の考え方

都の考え方
① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 公的賃貸住宅において、子育て世帯をはじめ多様な世帯によるミクス

トコミュニティの実現に資する取り組むを進めることが必要である。

• 都営住宅の建替え等により創出した用地を、区市町と連携して公共

公益施設の整備に活用するとともに、民間活力をいかしながら地域特

性に応じたまちづくりにも活用することが必要である。

• 大規模な都営住宅の建替えは、コミュニティ支援施設や生活利便施

設を設置するなどまちづくりと連携して取り組むことが必要である。

• 都営住宅の集会所等を活用し、子供、子育て世帯、高齢者など様々な人々が集い、地域の交流活動の場となる「東京みんな

でサロン」を、105箇所展開（2025(令和７)年度末）

• 公社住宅において、子育て世帯や高齢者への入居支援策を展開するとともに、地域と連携した居場所づくりや住民交流のきっ

かけづくりを推進

• 都営住宅の建替え等により創出される用地を活用し、福祉インフラや、商業・医療などの生活機能を団地内に整備

• 公的住宅を地域資源として捉え、その有効活用を進めるとともに、都営住宅の建替え等により創出される用地を活用したまちづ

くりや地域機能の充実を図るなど、住宅ストックの利活用を通じた地域の活性化が必要

35
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• 地域特性を踏まえ、都営住宅を地域に開かれた公的資源として、建替え創出用地などを活用し、まちづくりとも連携しながら、

福祉、防災、子育て、交流、生活支援を支える拠点として展開することが必要である。

• 都市再生機構や東京都住宅供給公社と連携し、子育て世帯をはじめとした多様な世帯によるミクストコミュニティの実現に資す

る取組を先導的に進めることが必要である。

• 公的住宅の集会所等を活用した、居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなど、高齢単身世帯等への支援の拡大が

必要である。

（レク参考）

答申（R3.11） 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 「施策の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための

施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• そのため、引き続き低額所得者向けの都営住宅について、住宅に困窮する都民に的確に供給しその機能を十分に発揮させることに加え、

主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅について、今後は、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、

現在のストックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていくべきである。また、要配慮者の入居を

拒まない住宅や要配慮者専用の住宅である東京ささエール住宅、要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要

配慮者への居住支援を担う関係者が集う居住支援協議会などの枠組みを活用した取組を促進する施策が求められている。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、最後のセーフティネットである生活保護

制度や、第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援法等の生活・就労支援制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット

機能を強化していくことが必要である。

現行住マス 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策

等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図っていきます。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能

を果たしていきます。

• 主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、現在のス

トックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていきます。

• 東京ささエール住宅は、住宅セーフティネット制度の普及啓発や貸主の不安軽減策等を効果的に実施することで供給を促進していくとと

もに、より住宅確保要配慮者の居住の安定に資する専用住宅の一層の供給促進に向けて取り組んでいきます。

• 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要配慮者への居住支援を担う関係者が

• 集う居住支援協議会などの枠組みを活用した居住支援の取組を促進していきます。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、生活保護や生活困窮者自立支援法

等に基づく生活・就労支援などの社会保障制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット機能を強化していきます。

中間報告_P34 重層的な住宅セーフティネット

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

都住待ち

• 公的賃貸住宅において、子育て世帯をはじめ多様な世帯によるミクストコミュニティの実現に資する取り組むを進めることが必要

である。

• 都営住宅の建替え等により創出した用地を、区市町と連携して公共公益施設の整備に活用するとともに、民間活力をいかしな

がら地域特性に応じたまちづくりにも活用することが必要である。

• 大規模な都営住宅の建替えは、コミュニティ支援施設や生活利便施設を設置するなどまちづくりと連携して取り組むことが必要

である。
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• 応募がない都営住宅について、中堅所得の子育て世帯が入居できる仕組みを構築し、子育て支援やミクストコミュニティの実現につ
なげます。【新規】

• 都営住宅におけるミクストコミュニティの実現や自治会支援につなげるため、都営住宅への入居資格のない60歳未満単身者が入居
できる仕組みを構築します。【新規】

• 都営住宅の入居において、高校修了期までの子供のいる世帯等の収入基準を更に緩和し、子育て世帯の支援に取り組みます。
【更新】

• 都営住宅において、子育て世帯の入居希望時期に応じた申込機会の拡大を図るため、随時募集で専用枠を設定するなど、子育て
世帯への支援の充実を図ります。【更新】

• 都営住宅を良質なストックとして維持・更新していくため、昭和40 年代以前に建設された住宅を中心に、地域の特性や老朽化の度
合い等を勘案しながら、おおむね年間4,000戸程度を目標として建替えや長寿命化改修を実施します。【更新】

• 都営住宅の建替えに当たって、現在の居住者の状況を勘案しながら、ファミリー向け住戸の整備を進めるなど、若年夫婦・子育て世
帯に対する支援を図ります。【更新】

• 世帯構成や住まい方の変化への対応のため、親族でない者同士が都営住宅で共に暮らす「高齢者等ふれあい同居」を実施するとと
もに、大学と連携した都営住宅への学生入居の促進に加え、自治会活動に積極的な学生が卒業後も継続入居する取組を進め、
地域コミュニティ活性化を図っていきます。入居者相互の親睦や共用部分等の管理を担っている自治会の活動への支援の充実に取
り組みます。【更新】

• 都営住宅の併存店舗等の空き区画について、様々な人や団体が活用できる場として活用し、コミュニティ形成や地域の課題解決に
つなげます。【新規】

• 区市町村と連携し、既存都営住宅を障害者等のグループホームや居住サポート住宅に提供する取組を推進します。【更新】

• 都営住宅の建替え等により創出した用地については、地元区市町と連携し地域特性に応じた公共公益施設の整備を促進するとと
もに、子育て支援施設や高齢者施設など福祉インフラ整備の候補地として提供します。また、民間の活力もいかしながら、商業、医
療、福祉等の生活支援機能が整った生活の中心地の形成、アフォーダブル住宅等の供給、木造住宅密集地域における道路等の
公共施設の整備、緑のネットワークの形成など、東京の成長に資する戦略的な活用や、地域経済の活性化、地域特性に応じたまち
づくりなどに活用します。【更新】

• （検討中）都営住宅の創出用地を活用し、まちづくりとも連携したアフォーダブル住宅等の供給を推進します。（江東区白河、板
橋区小豆沢）【新規】

• 都営住宅の建替え等により創出した用地を活用し、商業、医療、福祉等の生活支援機能に加え、住民交流の場が整った誰もが暮
らしやすい生活の中心地の形成など、地域特性に応じた民間活用事業を推進します（北区桐ケ丘地区、葛飾区高砂地区、東大
和市向原地区） 。【更新】

• 八王子市の中野山王地区や葛飾区の高砂地区では、都営住宅の建替えにより創出した用地を活用し、商業、医療、福祉等の生
活利便施設や地域の居場所となる交流施設等を誘導することにより、周辺を含めた地域の身近な生活やコミュニティを支える、誰も
が暮らしやすい生活の中心地の形成を図ります。【更新】

• 大規模な都営住宅の建替にあわせて、様々な世代が交流でき、みんなの居場所となるコミュニティ支援施設を設置し、活気あるコ
ミュニティを創出するほか、子育て世帯や高齢者が安心して暮らせる住環境の整備や、近隣に住む人、学生、働く人が訪れるカフェ、
生活利便施設の設置による賑わいの場を創出する「都住リ・デザイン地区」を複数団地で展開します。また、まちの景観と調和した住
棟配置や外構・外観等まちと調和のとれたデザインとするほか、周辺の公園や街路樹等と連続した緑のネットワークを構築するなど身
近に緑が感じる豊かな暮らしを実現し、民間等との連携により、地域特性に応じた建替やまちづくりを進めていくことにより、住まうヒト・
モノそれぞれの視点から、団地全体を一つのまちととらえ、地域に溶け込む都営住宅へと再生していきます(新宿区戸山ハイツ、渋谷
区水道道路沿道団地など）。【更新】

• 公社住宅の募集について、新築募集における「子育て世帯倍率優遇制度」及びあき家先着順募集における「子育て世帯等優先申
込制度」、「ひとり親世帯向け入居支援制度」など、子育て世帯に対する入居機会を確保していくための入居支援制度の充実と利
用の促進を図ります。また、公社住宅に居住する子育て世帯を対象に、出産や子どもの成長などライフスタイルの変化に伴う住み替
えニーズに対応するため、より広い住戸等を空き次第優先的に案内する「子育て応援住みかえ登録制度」を活用し、良好な居住環
境の確保と居住の安定を図ります。【更新】

• 効率的かつ適切な維持管理により公社住宅の長寿命化を図ることに加え、空家となった段階で間取り変更や内装の改修などのリ
ニューアルを実施し、新たな居住ニーズに対応していくことで、既存ストックの有効活用を推進していきます。【更新】

• 公社住宅の空き店舗などについて、地域住民が担い手となることにより、参加型の交流拠点として運営を行うなど、高齢者や子育て
世帯をはじめとした多様な人々が交流できる拠点として活用します。

（住マス記載（案））※調査回答ベース

• 地域特性を踏まえ、都営住宅を地域に開かれた公的資源として、空き住戸、建替え創出用地

などを活用し、まちづくりとも連携しながら、福祉、防災、子育て、交流、生活支援を支える拠点と

して展開することが必要である。

• 都市再生機構や東京都住宅供給公社と連携し、公的住宅における子育て世帯をはじめとした

多様な世帯によるミクストコミュニティの実現に資する取組を進めることが必要である。

• 公的住宅の集会所等を活用した、居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなど、高齢

単身世帯等への支援の拡大が必要である。

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 既存ストックを有効活用する観点から、応募がない住戸を目的外使用で活用するなど柔軟な取組が必要

• 子育て世帯をはじめ多様な世帯が入居できるよう入居要件の検討が必要

• 居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなどを通じた高齢単身世帯などへの支援の拡大が必要

• 多様な世代の居住を促進するとともに、団地を核とした地域のコミュニティを活性化する取組が必要

• 小規模な用地であっても、地域特性に応じた活用により、まちの魅力向上に寄与することができる

• 子育て世帯や中堅所得者向け住宅など多様な住宅供給や地域に不足する生活支援機能の導入も効果的

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 都営住宅は、世帯構成や生活様式の変化に応じた更新や長期活用を推進するとともに、空き住戸や創出用地などを活用し、福

祉、防災、子育て、交流等、地域に開かれ、生活を支える拠点として展開

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案） ※10/9企画部会で提示

８月27日 本審議会 後藤都議意見
・アフォーダブル住宅の供給に当たって、都営住宅の創出用地の活用を進めていくべき。都民が実感で
きる規模感が重要であり、都有地という資産をしっかりと把握し、都民のニーズに対応できる量を供給
していくことが重要。

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 既存ストックを有効活用する観点から、応募がない住戸を目的外使用で活用するなど柔軟な取組が必要

• 子育て世帯をはじめ多様な世帯が入居できるよう入居要件の検討が必要

• 居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなどを通じた高齢単身世帯などへの支援の拡大が必要

• 多様な世代の居住を促進するとともに、団地を核とした地域のコミュニティを活性化する取組が必要

• 小規模な用地であっても、地域特性に応じた活用により、まちの魅力向上に寄与することができる

• 子育て世帯や中堅所得者向け住宅など多様な住宅供給や地域に不足する生活支援機能の導入も効果的

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 都営住宅は、世帯構成や生活様式の変化に応じた更新や長期活用を推進するとともに、空き住戸や創出用地などを活用し、福祉、防災、子育て、交流等、地域

に開かれ、生活を支える拠点として展開

井上委員（ヒアリング）※要相談※
民間住宅においても実施してほしいが、民間は投資とリターンの関係上やはり難
しいため、公的住宅にてモデル的に実施していくということが伝わる記載が望ま
しく、そのモデルが民間にも広がっていくという要素が入るとよい。
→「先導的に」を追加

公社住宅担当・都住部

公社住宅担当・都住部

都住部

都住部

• 子育て世帯をはじめ多様な世帯が入居できる仕組み等の検討

• 建替え創出用地などを、まちづくりとも連携しながら、福祉、防災、子育て、交流、 生活支援を支える拠点として展開

• 外部組織・人材も活用した、居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなど地域コミュニティを活性化する取組を実施

取組イメージ

井上委員（ヒアリング）※要相談※

地域コミュニティの形成について、民間住宅においても実施してほしいが、

民間は投資とリターンの関係上やはり難しいため、公的住宅にてモデル的

に実施していく、ということが伝わる記載が望ましく、そのモデルが民間にも

広がっていくという要素が入るとよい。

→「先導的に」を追加



目標８ 世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、「今後10年間の施策展開の方

向性（案）」を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 適正な管理により世代を超えて価値を維持し続けることで、都市居住の基盤としてのマンションストックが形成され、マンションに

暮らす都民が都市の利便性や快適性を享受しながら豊かな住生活を営んでいる。

• 地域と調和したマンション再生が進むことにより、多様な世代を惹きつける魅力ある居住環境が育まれている。

目指す2050年代の住生活の姿
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• マンションは都民の主要な居住形態として定着し、都市居住を支える重要な住宅ストックとなっている一方で、建物の高経年化と

居住者の高齢化という「２つの老い」が進行

• マンションは、区分所有者の高齢化や賃貸化・空室化の進行、管理組合の担い手不足や管理への関心の低さ等により、適切な

管理や計画的な修繕が困難となると、居住環境の低下や、周辺地域の安全性や景観、防災性にも影響を及ぼす可能性があ

ることから、管理状況を早期に把握し、管理不全を予防する取組が重要

• 都では、管理状況届出制度を通じて、マンションの管理状況の把握や管理適正化に向けた支援を進めているが、今後は制度の

実効性を高め、管理組合が主体的に長期修繕計画の作成・見直しや適切な修繕積立金の確保に取り組めるよう、専門家や

関係団体等と連携した支援の充実が必要

• 都内ではタワーマンションなどの大規模マンションが多く立地しており、今後、設備更新や大規模修繕の時期を迎えるマンションが

増加する見込みだが、建物規模や設備の複雑さ、合意形成の難しさなど特有の課題があり、特性に応じた維持管理等のあり方

を検討していくことが必要

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告① 2035年度に向けた施策展開の方向性

（１）現状

• 良質なマンションストックが将来にわたり適切に管理され、安心して

住み継がれるよう、新築時から管理適正を促進するとともに、適切

に管理されたマンションが適正に評価・選択される環境の整備に取り

組む必要がある。

• 区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対し、専

門家を派遣するなど、管理組合を支援することが必要である。

• 大規模な超高層マンションでは、大規模修繕工事等の実態を把握

し、長寿命化工事を促進するための支援誘導策が必要である。

目標８ 世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成
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小林委員
区分所有者の全体的傾向として、共用部分を含むマンション全体の管理について関心を払ってい
ないということがある（記述の仕方に注意を要するかもしれないが）。
全体として無関心層が多く、それが増大する傾向にあるように感じている。このことが管理不全
につながっていくし、コミュニティの形成や災害時の対応などについても悪い影響を及ぼしかね
ないという懸念がある。（ただ、このことについての特効薬はなく、地道に意識啓発を図ること
くらいしか対策は思いつかない。）
→追加の記載（するかどうか含め）について、マンション課に確認

小林委員

区分所有者の全体的な傾向として共用部分を含むマンション全体の管理に関心をあまり払っていないのではないかという問題

がある。このことが管理不全につながっていき、コミュニティの形成や災害時の対応などにも悪い影響を及ぼしかねないという懸念

がある。

→上記の委員の問題意識について、現状や方向性、取組イメージに反映が可能か（根拠があるか）等、マンション課と調整



目標８ 世代を超えて住み継がれるマンションストックの形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 良質なマンションストックが将来にわたり適切に管理され、安心して住み継がれるよう、新築時から管理適正を促進するとともに、

適切に管理されたマンションが見える化されるなど、適正に評価・選択される環境の整備に取り組む必要がある。

• 都の管理状況届出制度とあわせて、法による報告徴収を活用することで、都内マンションの管理状況を的確に把握する必要が

ある。区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対しては、行政の支援策を管理組合等に届ける仕組みづくりや、

区市町村とも連携して専門家による助言・支援を行うなど、管理不全への対応を強化していく必要がある。

• マンション管理の適正化に向けて、各所有者のマンション管理に関する意識啓発に一層取り組むとともに、所有者が国内外のい

ずれに所在するかを問わず、管理組合と連絡・協力関係が築ける仕組みを整える必要がある。区市との連携を強化し、行政と

管理組合の連絡協力体制を充実させる必要がある。

• 100年安全・快適に住み続けられる居住基盤とするため、マンションの長寿命化等の促進に取り組む必要がある。

• 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎えるため、管理の状況や大規模修繕工事等の実態を把握し、特性に応じ

た誘導策等を講じる必要がある。

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

（レク参考）

答申（R3.11） 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「施策の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がる。

• マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが基本であ

る。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の形成と

も密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっている。したがって、マンションの適正な管理や再生

を促していくことは、公共性・公益性の観点からも重要である。

• 東京都は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、マンションの建替え等の円滑化に関する法律を活用しながら、マンション管理

条例及び「東京 マンション管理・再生促進計画」に基づき、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」に関す

る施策を展開すべきである。

現行住マス 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がります。マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが

基本です。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の

形成とも密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっています。加えて、住宅のゼロエミッション化

を推進するため、マンションの環境配慮の取組の重要性も高まっています。公共性・公益性の観点からもマンションの適正な管理や再生及

び環境性能向上を促していく必要があることから、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」を柱として積極的

に施策を展開していきます

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

←民住部修正案（４パラ）

• タワーマンションにおける大規模修繕工事等の実態を把握するとともに、マン
ション長寿命化等の促進に取り組む必要がある。

意図：タワーマンションだけを長寿命化を図っていくことではないので施策
との連携を踏まえ、住宅政策アウトラインを引用しました。

←民住部修正案

• 区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対し、区市町村と
も連携して、専門家による助言・支援を行うなど派遣するなど、管理組合を
支援するとともに、行政の支援策を管理組合等に届ける仕組みづくりことが
必要である。

意図：「専門家を派遣するなど」の代わりに、**「専門家による助言・支援
を行うなど」**とすると、派遣に限定せず、幅広い支援を表せます。また、
つなぐ方策を念頭に記述を追加

区分所有者の属性が様々な中で、管理組合がマンション管理の適正化に円滑に取り組めるよう支援する必要がある。
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小林委員
都と市区との連携強化ということを正面から取り上げてもよいのでないか。２ポツで記載はある
が、包括的な記述。様々な連携の在り方（誰と、何を等）について分けて記載し、踏み込んだ書
き方にした方が良いのでは。
→より詳細な連携について、施策イメージで記載が可能かマンション課に確認

古川専門委員
２ポツ目で、都内マンションの管理状況を的確に把握することが必要
と記載をされているが、10年間の計画期間を考えると、管理状況の見
える化が当たり前になる環境づくりがを目指すなど、もう少し強く打
ち出すことができないか。管理状況届出制度、国の管理計画認定制度、
民間団体の評価制度等あるので、制度を活用して見える化を進めてい
くということをうまく記載してほしい。

髙宮専門委員
中間報告では、「特性に応じた誘導策等を講じる」というところまで
きさいされていたが、今回の記載は民間主体でそれを促していく、と
いうところに留まった記載のように読める。都として主体的に、踏み
込んで対策を講じていただきたい（そのように記載を追加してほし
い。）

髙宮専門委員

４ポツに、「マンション長寿命化等の促進に取り組む必要がある」と書いているが、企画部会の中間報告では、「大規模

修繕工事等の実態を把握し、特性に応じた誘導策等を講じる必要がある」というところまで記載されていた。「長寿命化

等の促進に取り組む必要がある」だけだと民間の主体でそれを促すというところにとどまっている記述に見えるが、ぜひ東京

都が主体として踏み込んで対策を講じていただけるとありがたいと思っているので、そのような記述を加えてほしい。

→上記の委員の問題意識について、反映が可能か（施策イメージ等があるか）、マンション課と要調整

• 管理状況届出制度、東京とどまるマンション、管理計画認定制度、民間独自のマンション管理適正評価制度等、各制度の相互連携と、把握した管
理状況の情報を活用し、良好に管理されたマンションを都民に情報発信

• 管理不全予防や適正管理に向け、条例による管理状況届出制度と法による報告徴収や助言・指導等を効果的に活用

• 小規模マンションなど、区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対し、専門家による助言・支援など、管理組合を支援

• マンションに関する支援制度等の情報が自主管理マンションなどの管理組合にも行き渡るよう、アウトリーチ型の情報発信を充実

• 法による国内管理人制度の活用検討

• 適切な修繕や長寿命化工事に関する管理組合の意識啓発や相談支援を充実するとともに支援を担う側の専門家を育成

• タワーマンションの大規模修繕工事等の実態を把握し、特性に応じた誘導策等を検討し、タワーマンションを含むマンションの長寿命化を促進

取組イメージ

小林委員

区分所有者の全体的な傾向として共用部分を含むマンション全体の管理に関心をあまり払っていないのではないかという問題

がある。このことが管理不全につながっていき、コミュニティの形成や災害時の対応などにも悪い影響を及ぼしかねないという懸念

がある。

→上記の委員の問題意識について、現状や方向性、取組イメージに反映が可能か（根拠があるか）等、マンション課と調整



• 都内のマンションの建替え等の件数は、2024（令和６）年度末までに310件

• 建替えが実現できたマンションは、駅から500ｍ圏内で容積使用率が低いものが多数

• 建替えを検討すべき時期を迎えている高経年マンションは、敷地が狭いものや容積率に余裕がないものなど、建替えを実施するに

は条件の厳しいものが多数

• 2025（令和７）年度、マンション関係法の改正により、建物更新などの新たなマンション再生等の手法が整備

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

（１）現状

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 管理組合が、建替えや長寿命化、敷地売却など、

状況に応じて再生等手法の選択が可能になるよう

支援していく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション

単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画とも合

わせて取り組むことが必要である。

中間報告

中間報告

住宅事情

住宅事情
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齊藤委員
5つ目のポツ「老朽化したマンションについては、長寿命化に加え、建替え、敷地売却、改修等…」というこ
とで、改修が多様な再生手法に入っているが、改修は長寿命化の方にも入る。もしこの改修がいわゆる一棟リ
ノベーションと呼ばれているようなものであれば、そこがわかるよう「大規模な改修」などとした方が良い。

必要性に係る記載のため次ページへ

齊藤委員

「改修」が「多様な再生手法」に入っているので、いわゆる一棟リノベーショ

ンと呼ばれているものということであれば、そこが分かるよう「大規模な改

修」などと修正が必要

→「一棟リノベーション」と記載（次ページ方向性の１パラ）



Ⅲ 具体的な施策の方向

• 老朽化したマンションについては、長寿命化に加え、建替えや敷地売却、一棟リノベーション等の多様な再生手法の中から、管

理組合が状況に応じて選択できる環境づくりが必要である。

• 管理組合が状況に応じて適切な再生等手法を選択できるよう、都におけるマンション再生等のモデルとなる取組の構築・普及啓

発や、区市町村と連携した専門家の活用について一層取り組んでいく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画ともあわせて取り組むことが必要

である。

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、求められる専門家の人材像を明確化し、育成していく必要がある。

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上
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齊藤委員
長寿命化を前に出し、「長寿命化⇒建替え⇒敷地売却」とした方がよい。まずは長寿命化させ、次に再生を考
えていく、という方が方針として分かりやすい。
→単に順番を変えるのみでよいか、後ろの「再生等手法」の表現はそのままでも良いか、要確認
→あくまでも目標９は再生の話なので、長寿命化を再生等手法から特出しすることはしない

• 管理組合が、建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じて再生等手法の選択が可能になるよう、都におけるマンション再

生等のモデルとなる取組の構築・普及啓発や、区市町村と連携した専門家の活用について一層取り組んでいく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画とも合わせて取り組むことが必

要である。

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、求められる専門家を育成していく必要がある。

１ポツを現状から方向性に移動させたことに伴う微修正

• 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した
長期的な視点で長寿命化等の計画的な管理運営を行えるよう、東京都におけるマンション再生リーディングケースの構築に取り組
みます。マ８【新規】

• マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画とも合わせて地域と連携したマンション再生が一層促進されるよう、既存制
度の改正等に取り組みます。マ９【新規】

• 多くの課題を抱えた団地型マンションの再生を促進していけるよう、一団地認定等の具体の課題に関して検討するとともに、情報
発信に取り組んでいきます。マ10【新規】

• 社会情勢や法律等の変化に対応し、時代に即した支援を提供できるよう、マンション建替え・改修アドバイザーのあり方を検討し、
より実効性・継続性のあるアドバイザー制度の構築に取り組んでいきます。マ11【新規】

• 将来の建替えや改修、敷地売却等が円滑に進むよう、早い段階からマンションの再生手法を比較検討し、費用検討や合意形成
などの着実な準備が行われるよう必要な働きかけや支援に取り組みます。【更新】

（住マス記載（案））※調査回答ベース

• 管理組合が、建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じて再生等手法の選択が可能に

なるよう、都におけるマンション再生等のモデルとなる取組の構築・普及啓発や、区市町村と連

携した専門家の活用について一層取り組んでいく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計

画とも合わせて取り組むことが必要である。

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、求められる専門家を育成していく必要がある。

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考

慮した長期的な視点で長寿命化等の計画的な管理運営を行えるよう支援が必要

• 一団地認定の取扱い等課題解決にかかる最新の事例について情報発信を行うなど、国等とも連携し、団地型マンションの

円滑な再生に向けて取り組んでいくことが必要

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、既存の専門家派遣の制度を検証した上で、求められる専門家の人材像を

明確化し、管理組合にとってより利用しやすくすることが必要。また、適切な派遣費用の設定など専門家にとっても参画しや

すい継続可能な制度とすることが必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じた様々な再生等手法の選択を誘導

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案） ※10/9企画部会で提示

10月９日企画部会 小林委員意見
・専門家による助言について、管理組合の方々は必ずしも技術的な専門知識を持っているわけではないため、専門家が管理組合
に助言することが極めて重要である。マンション管理士等の専門家と自治体の協力体制を築くことも大事である。また、管理と再生
は別の分野であり、それぞれが細分化されると、自分の専門分野以外に目が届かず、マンション全体として最適な対応なのかという
問題も生じる。他分野についても一定の知識を持ち、専門性を高めていける専門家の育成を考えていただきたい

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した長期的な視点で長寿命化等の

計画的な管理運営を行えるよう支援が必要

• 一団地認定の取扱い等課題解決にかかる最新の事例について情報発信を行うなど、国等とも連携し、団地型マンションの円滑な再生に向けて取り組んでいくことが

必要

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、既存の専門家派遣の制度を検証した上で、求められる専門家の人材像を明確化し、管理組合にとってより利用しや

すくすることが必要。また、適切な派遣費用の設定など専門家にとっても参画しやすい継続可能な制度とすることが必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じた様々な再生等手法の選択を誘導

民住部

民住部

民住部

（レク参考）

答申（R3.11） 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「施策の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がる。

• マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが基本であ

る。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の形成と

も密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっている。したがって、マンションの適正な管理や再生

を促していくことは、公共性・公益性の観点からも重要である。

• 東京都は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、マンションの建替え等の円滑化に関する法律を活用しながら、マンション管理

条例及び「東京 マンション管理・再生促進計画」に基づき、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」に関す

る施策を展開すべきである。

現行住マス 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がります。マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが

基本です。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の

形成とも密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっています。加えて、住宅のゼロエミッション化

を推進するため、マンションの環境配慮の取組の重要性も高まっています。公共性・公益性の観点からもマンションの適正な管理や再生及

び環境性能向上を促していく必要があることから、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」を柱として積極的

に施策を展開していきます

民住部

• 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した長期的な視点で長
寿命化等の計画的な管理運営を行えるよう支援

• マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画ともあわせたマンション再生の一層の促進

• マンション再生に向けた、専門家派遣制度の構築や情報発信など、管理組合を支援

• 一団地認定の取扱い等課題解決に係る最新の事例について情報発信を行うなど、国等とも連携し、団地型マンションの再生を推進

取組イメージ



目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、「今後10年間の施策展開の方

向性（案）」を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災機能・レジリエンス機

能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街地が実現している。

• 地域基盤整備や新技術・設備等の積極的導入により、住宅・住宅市街地のゼロエミッション化・脱炭素社会が実現し、持続可

能な暮らしが定着している。

目指す2050年代の住生活の姿
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• 国の地震調査研究推進本部では今後30年以内に70％の確率で南関東地域においてＭ７クラスの地震が発生すると予測

• 住宅の耐震化率は93.4％まで向上しているものの、首都直下地震等による甚大な被害が想定される中、更なる防災性の向上

が重要

• 近年、都内では短時間の大雨による浸水被害が相次いでおり、区部を中心に床上浸水が発生するなど、住宅市街地における

都市型水害への対応が必要。豪雨の頻発化・激甚化を踏まえた山間部や急傾斜地に近接する住宅市街地での土砂災害リス

クへの対応強化が重要

• 大規模災害時には建物被害だけでなく、停電等によるライフライン機能の停止により住生活の継続が困難となる事例もみられる

ことから、在宅避難や被災後の住まい確保、地域コミュニティとの連携を含めたレジリエンスの向上が重要

• 都は、災害に備えて、エレベーターや給水ポンプの非常用電源の確保、防災マニュアルに基づく防災訓練・備蓄などに取り組む共

同住宅を「東京とどまるマンション」として登録・公開し、普及を図っている。

• マンション管理において、「マンションの防災対策の進め方がわからない、又は組合員に防災意識が広まらない」と感じている管理

組合が多い。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅の耐震化の一層の推進やマ

ンションにおける在宅避難の推進など、ハード・ソフト両面から取組を進めていくとともに、広

域的な避難を想定した復興プロセスを事前に検討する必要がある。

• 災害時に地域住民間の助け合い「共助」が円滑に行われるためには地域コミュニティの強化

が重要であるため、町会・自治会向けの防災訓練の支援等を通じてつながりを構築・強化

し、地域防災力の向上を図る必要がある。

• 災害リスクを踏まえ、都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を、まちづくり等との

連携により実現する必要がある。

共助に対する現状はあるか
地域防災力がまだ足りないみたいな
→住宅事情に、マンションの防災意識が
広まらない点

（１）現状
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目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現
• 気候変動の影響による風水害の激甚化や猛暑の深刻化に加え、国の地震調査研究推進本部では今後30年以内に70％の

確率で南関東地域においてＭ７クラスの地震が発生すると予測

• 住宅の耐震化率は93.4％まで向上しているものの、首都直下地震等による甚大な被害が想定される中、更なる防災性の向上

が重要

• マンション管理において、「マンションの防災対策の進め方がわからない、又は組合員に防災意識が広まらない」と感じている管理

組合が多い。（マンション実態調査アンケート結果）

• 大規模災害時には建物被害だけでなく、停電等によるライフライン機能の停止により住生活の継続が困難となる事例もみられる

ことから、在宅避難や被災後の住まい確保、地域コミュニティとの連携を含めたレジリエンスの向上が重要となっている。

• 都は、災害に備えて、エレベーターや給水ポンプの非常用電源の確保、防災マニュアルに基づく防災訓練・備蓄などに取り組む共
同住宅を「東京とどまるマンション」として登録・公開し、普及を図っている。

木造住宅密集地域の改善、浸水・停電対策等
についても追記するかどうか

• 住宅の耐震化率は着実に上昇しており、2024（令和６）年度末における、耐震性がある住宅の割合は、約93.4％

• マンション管理において、「マンションの防災対策の進め方がわからない、又は組合員に防災意識が広まらない」と感じている管理

組合が多い。（マンション実態調査アンケート結果）

• 都は、災害に備えて、エレベーターや給水ポンプの非常用電源の確保、防災マニュアルに基づく防災訓練・備蓄などに取り組む共

同住宅を「東京とどまるマンション」として登録・公開し、普及を図っている。

• 気候変動の影響による風水害の激甚化や猛暑の深刻化に加え、国の地震調査研究推進本部では今後30年以内に70％の

確率で南関東地域においてＭ７クラスの地震が発生すると予測

• 大規模災害時には建物被害だけでなく、停電等によるライフライン機能の停止により住生活の継続が困難となる事例もみられる

ことから、在宅避難や被災後の住まい確保、地域コミュニティとの連携を含めたレジリエンスの向上が重要となっている。



Ⅲ 具体的な施策の方向

• 首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅の耐震化や木造住宅密集地域の改善、浸水・停電・暑さ対策等

を一層推進し、地域の災害リスクを踏まえた安全・安心な居住を、まちづくり等との連携により実現する必要がある。

• 災害時でも生活を継続できるよう、マンション等における在宅避難の推進を進めるとともに、災害時に地域住民間の助け合いが

円滑に行われるよう、地域コミュニティの強化に向けた取組が必要である。

• 災害時の円滑な対応のため、平時から災害時のシナリオを想定した検討が求められる。首都直下地震時等の広域的な避難を

想定し、応急仮設住宅等の供給について、周辺自治体との連携・情報共有体制の強化が必要である。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

防災・減災

1. 既存住宅の利活用の前提にもなる住宅の耐震化は、一層推進することが重要。また、震
災時の火災発生に備え、感震ブレーカ―の設置を進めることも重要

2. 地域住民とマンション居住者の助け合いが円滑に行われるためには、日頃の防災訓練や地
域イベントでの連携など、地域コミュニティの強化が必要。賃貸住宅では、管理会社が地域
とのつなぎ役を担い、町会・自治会や居住支援法人等多様な主体と連携することが重要

3. 建設型応急住宅の建設場所について、災害リスクエリア内の候補地をあらかじめ排除する
必要はないが、被災者ニーズに対応できる選択肢を用意することが重要

4. 首都直下地震時の広域的な避難を想定した復興プロセスを考えることが重要。特に、賃貸
型応急住宅の提供に当たっては他県との連携・情報共有が必要となるが、人口が多い東
京では過去の災害時と同様にはいかないことが想定されるため、災害シナリオを想定した自
治体職員同士でのブレインストーミング等から取り組むべき。

5. 時限的市街地については、事前に、仮設の住宅や事業所、商店等をどうやって同じ場所に
整備するのかなど、庁内の関係部局が横断的に連携して具体的な検討しておくことが必要

6. 本格的なＤＩＹをする人が増えている。災害時の応急修理における人材不足の現場で地
域のボランティアとして活躍してもらうことも、住まいの安心・安全の観点から重要

7. 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もある。
みどりの確保が、暑さ対策には重要

防災

【マンションにおける在宅避難の推進】

12. 東京とどまるマンションについて、賃貸マンションの登録数を増やすためには、賃貸管理業者
等の防災に関する機運の高まりを捉えて、行政が登録を後押ししていくような取組が必要

13. 東京とどまるマンションの登録により物件の評価が高まる取組や制度の一層の周知が必要

14. マンションの居住者が高齢化しており、災害時に地域から孤立しない観点が必要。とどまるマ
ンションの制度を活用し、マンション（分譲、賃貸ともに）と地域、行政が相互に連携し日
頃から連絡を取れる仕組みが必要

15. マンションの設備等が災害時に電源喪失した場合の影響やその対策について、居住者への
周知が必要

首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅やマンションの耐震化、
防災性能の向上を一層推進するとともに、住宅・住宅市街地のレジリエンス強化
を図る必要がある。また、地域コミュニティや多様な主体との連携による共助の
仕組みづくりを進めるとともに、在宅避難の推進や応急居住の確保、復興に向け
た備えを充実させることにより、災害時においても住生活を維持できる安全・安
心な住宅・住宅市街地の形成を推進する必要がある。

「町会・自治会向けの防災訓練の支援等を通じて平時のつながりを構築・強
化し、地域防災力の向上を図る必要がある。 」は東京戦略より p358
2050 東京戦略本編

広域的な避難、事前復興について、グランドデザインの素案に記載ありｖ

住宅まちづくり

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考え
る必要がある。

災害リスクの話は、姥浦先生の、リスクとメリットの比較考量の話と、グランド

デザインにもある立地適正化の話をどちらも含むイメージ

2050年代の姿

• 耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災機能・レ

ジリエンス機能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街地が実現している。

目標10 災害に強く安全・安心な住宅市街地の実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

⚫ 周辺自治体と連携した広域的な避難者支援体制を構築するとともに、緊急時の避難先となる高台まちづくりや浸水区域外へのルート整備等を一体的に進め、浸水の段

階に応じた安全な避難環境を確保します。

⚫ 都県境付近における高台まちづくりや都市施設整備を関係自治体と相互に推進し、大規模水害時における広域的な避難・連携機能を強化します。

⚫ 災害からの復興に向けた広域的な都市づくりの基本的な方針を示し、平時から復

興の方向性を共有します。

⚫ 広範囲な災害被害からの迅速かつ計画的な復興の実現に向け、総合的な財政支援

制度等の創設に向けた国への働きかけます。

⚫ 区市町村による震災復興マニュアルの策定や復興まちづくり計画の事前検討を支

援し、災害時における迅速かつ円滑な復興を推進します。

⚫ 区市町村職員等を対象とした復興まちづくり実務者養成訓練の実施等により、災害

時に現場を牽引し地域復興を担う地域リーダーを育成します。

⚫ 地域における災害リスクを踏まえた居住や都市機能の誘導に向け、区市町村による

立地適正化計画の策定支援を通じて、防災指針の作成を促進します。

R8本審①姥浦R8企画部会③大月

R8企画部会③大月

「マンションにおける在宅避難の推進」
既存の施策：東京とどまるマンション情報登録・閲覧制度
アウトライン：賃貸マンション・小規模分譲マンション向け登録支援

金融面でのメリット強化

「つながりを構築・強化し、地域防災力の向上」
既存の施策：東京とどまるマンション普及促進事業（地域連携）

「住宅の耐震化の一層の推進」
既存の施策：マンション耐震化促進事業（区市町村助成）

マンション耐震化プロモーション事業（個別訪問、専門家派遣）

（マンション課より）
マンション課として取り組んでいる事業を欄外に記載しております。一方、自主防災
組織に関する所掌は総務局が、「町会・自治会向けの防災訓練の支援」事業は生活文
化局が主管となりますので、情報共有・照会等よろしくお願いします。
「住宅の耐震化の一層の推進」に対応するマンションに対する主な既存事業として欄
外に記載しています。
※住宅の耐震化ということとなると、戸建て住宅も対象となると思われますが、戸建
て住宅の耐震化の所管は、都市整備局となります。

住マスライン相談
• 環境局の修正案は反映しない。
• 企画防災からの回答なし
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大月部会長
水害について、東京でどうなるか分からない。マンションの地下室の
被害が多いという想定もあるが、事前に対策すれば対応可能なものも
あるはず。注意喚起する／整備するという記載をいれることで、時期
にかなったものになるのではないか。

荻野専門委員
分譲・賃貸問わずマンションの在宅避難を推進する必要があるが、賃
貸住宅では留まるマンションでの登録が進んでいないので、賃貸住宅
での登録促進を明確に記載してほしい。

• 住宅の耐震化の一層の促進と、震災時の火災発生に備えたグラぴたスイッチ（感震ブレーカー）の設置促進

• 住宅への太陽光発電設備・蓄電池等の設置及び断熱性能の向上を推進

• 東京とどまるマンションへの登録等により物件評価が高まる仕組みづくりと制度の周知による登録促進

• 賃貸マンション等への東京とどまるマンション登録制度の普及

• 日頃の防災訓練や地域イベントでの連携など、地域コミュニティの強化に向けた取組を促進

• 暑さ対策に資するみどりの確保に係る取組の実施

• 被災者のニーズに対応した応急仮設住宅等の円滑な供給に向け、周辺自治体等とも連携し、平時から災害時のシナリオを想定した検討を実施

取組イメージ

https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=361
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=361
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=361


• 都では、エネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の削減に向けた取組が進められており、都内のエネルギー消費量は2024

（令和６）年度において2000（平成12）年度比で28.6％減少したが、家庭部門のエネルギー消費量は都内全体の約３

割を占めており、2000（平成12）年度と比較して増加している唯一の部門であることから、住宅・住生活分野における取組が

重要

• 2025（令和７）年度から、大手ハウスメーカー等の事業者に対し、新築住宅等に太陽光発電設備の設置等を義務付ける制

度を開始するなど、制度・支援の両面で住宅における省エネ・再エネを促進。国においても、 2025（令和７）年度から新築住

宅等の省エネ基準適合が義務化

• 東京には、公園整備や開発で創出された緑、農地や人々の生活に寄り添い受け継がれてきた屋敷林等の様々な緑が身近にあ

る。

• 都は、緑の多様な機能に着目した「みどり率※」を用いて、緑地等の現状や推移を把握。東京の緑は、減少傾向にあるものの、

あらゆる機会を捉えた緑の創出等の取組を推進

• 都では、「自然と調和した持続可能な都市」を目指し、東京の緑を「まもる」「育てる」「活かす」取組を進める、100年先を見据え

た緑のプロジェクト「東京グリーンビズ」を推進。相続等を要因に減少する農地・屋敷林等の保全や、まちづくりに合わせたまちなか

のみどりの創出等の取組を実施

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

• 「2050年ゼロエミッション東京」の実現に向けて、住宅における省エネルギー化及び再生可能

エネルギーの利用拡大を進めるとともに、住宅市街地全体の環境性能向上を図る必要がある。

• 既存住宅ストックを最大限活用する観点から、新築住宅だけでなく、既存住宅における環境

性能（省エネ性能）の向上に一層取り組んでいくことが求められる。住宅の環境性能向上を

後押しするため、性能向上に伴うメリットの理解促進や、性能の向上が市場価値に反映され

る仕組みの構築などが必要である。

• 住宅市街地のゼロエミッション化に向け、地域における再生可能エネルギーの利用等を促進す

るとともに、快適で安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備や、地域

コミュニティの形成にも資する緑地の創出に取り組む必要がある。

環境性能向上のメリットへの都民の理解
度みたいなアンケート結果はあるか
→住宅事情ｐ１０７「エネルギー消費性
能」を重要とした世帯が少ない

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

現状に、地域コミュニティに資する緑地
に関するものがない

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

（１）現状

環境局要調整

（環境修正案）

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅単体だけでなく、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。特に、都民の日常生活を支える住

宅・住宅市街地はエネルギー消費と密接に関わることから、その際、住宅の新築時・改修段階から居住（改修）・解体（廃

棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。その際、住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）

時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要
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仮置き

※みどり率…緑が地表を覆う部分に公園区域・水面を加えた面積が、地域全体に占める割合

緑の現状 | 都内の緑の現状 | 東京の緑

東京には公園整備や開発で創出された緑、農地や人々の生活に寄り添い受け継がれて
きた里山、屋敷林等の様々な緑が身近にあります。＜東京の緑 都市整備HP＞

都内の緑は減少傾向にありますが、近年のみどり率（※）は横ばいで推移しています。
＜東京の緑 都市整備HP＞

都心部では都市開発にあわせて緑が創出されています＜東京の緑 都市整備HP＞

https://www.tokyogreenery.metro.tokyo.lg.jp/green-situation/situation.html
https://www.tokyogreenery.metro.tokyo.lg.jp/green-situation/situation.html
https://www.tokyogreenery.metro.tokyo.lg.jp/green-situation/situation.html
https://www.tokyogreenery.metro.tokyo.lg.jp/green-situation/situation.html
https://www.tokyogreenery.metro.tokyo.lg.jp/green-situation/situation.html


Ⅲ 具体的な施策の方向

• 「2050年ゼロエミッション東京」の実現に向けて、住宅における省エネルギー化及び再生可能エネルギーの利用拡大を進めるとと

もに、地域における再生可能エネルギーの利用等を促進することにより、住宅市街地全体の環境性能向上を図る必要がある。

• 住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素・資源循環型の住まい

方への転換を進めることが必要である。

• 既存住宅ストックを最大限活用する観点から、新築住宅だけでなく、既存住宅における環境性能の向上に一層取り組んでいく

ことが求められる。住宅の環境性能向上を後押しするため、性能向上によるメリットの理解促進や、性能の向上が市場価値に

反映される仕組みの構築などが必要である。

• 安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備や敷地内の緑・公共空間の緑の創出、建物の壁面・屋上等

を活用した立体的な緑化など、まちづくりと調和したゆとりと潤いのある緑豊かな住環境を創出していく必要がある。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成ゼロエミッション

1. 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅についても省エネ性能向上が
重要。その際、手間やコストを踏まえ、部分的なリフォームの実施により性能確保を進めて
いくことも必要

2. 窓等の改修は環境性能の向上につながるが、居住者の負担が大きく、マンションの場合は
規約上の制約等もある。買取再販事業者による改修を促す支援や、断熱性能が市場
評価や融資条件に反映される仕組みの構築が必要

3. 再生可能エネルギーの活用や蓄電池の整備は重要であるが、都内は敷地条件が厳しい
ため、対策が必要

4. 住宅単体を対象とするのではなく、周辺環境の質の向上も含め、居住環境全体で検討
することが必要

5. 断熱性能が確保されることで住み心地がよくなる等、住宅の環境性能が高まるメリットを
しっかりと周知し、環境性能の高い住宅が増えるよう後押しすることが重要

防災・減災

7. 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もあ
る。みどりの確保が、暑さ対策には重要

住宅まちづくり

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を
一体的にデザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住
民同士のコミュニケーションにより、地域力の強化にもつながる。

• 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅についても省エネ性

能向上を図るべき。その際、手間やコストを踏まえ、部分的なリフォームの実施

により性能確保を進めていくことも検討すべき

• 脱炭素化に向けた都営住宅における取組を推進すべき

• 住宅単体を対象とするのではなく、周辺環境の質の向上も含め、居住環境全

体で検討すべき

• 建物等の壁面・屋上等を活用した立体的な緑やグリーンインフラの導入、緑を

媒介とした住民同士のコミュニケーションによる地域力の強化を図るべき

「快適で安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備」

緑の広域計画 中間まとめ Ｐ6

「地域における再生エネルギーの利用等を促進」は、現行住マスより

「「2050年ゼロエミッション東京」の実現」は東京戦略より

「居住環境全体で…」のくだりは、「ゼロエミッション化を推進」とは言われていない

• 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になると

いう事例もある。家の中の居住環境だけでなく、周辺環境の質の向上に対し

ても、手を打てるとよい。（大月）

• 住宅行政はこれまで住宅単体が主な対象だったが、今後は住環境として考

えていくことが必要があり、まちづくりと一体となって取り組むことは重要（泉

山）

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

（環境修正案）

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅単体だけでなく、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。特に、都民の日常生活を支える住

宅・住宅市街地はエネルギー消費と密接に関わることから、その際、住宅の新築時・改修段階から居住（改修）・解体（廃

棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。その際、住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）

時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要
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• 住宅の省エネ・断熱性能の向上及び太陽光発電設備・蓄電池等の設置を推進

• 既存住宅における環境性能向上に資する改修への支援の実施

• 環境性能の向上による快適性や健康増進、レジリエンスの向上、光熱費削減等のメリットの周知

• 住宅建材・設備等のリサイクルや再生材の利用を促進

• 省エネ性能等住宅の質を分かりやすく見える化する取組を促進

• 都営住宅における脱炭素化に向けた取組の推進

• 建物等の壁面・屋上等を活用した立体的な緑やグリーンインフラの導入を推進

• 緑を媒介とした住民同士のコミュニケーションによる地域力強化の取組を推進

取組イメージ

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/2026-07-08-121418-096
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/2026-07-08-121418-096
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/2026-07-08-121418-096
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/2026-07-08-121418-096
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